


 

 

 

 

序     文 

 

 

 日本国政府は、インドネシア国政府の要請に基づき、同国インドネシア国生物学研究センター

の標本管理体制及び生物多様性保全のための研究機能向上プロジェクトを実施することを決定し、

独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施することといたしました。 

 当機構はプロジェクト実施に先立ち、本件プロジェクトを円滑かつ効果的に進めるため、平成

18 年 12 月 17 日から同年 12 月 30 日までの 14 日間に渡り、当機構の大田正豁専門員を団長とす

る事前評価調査団（R/D 協議）を現地に派遣しました。 

 調査団は本件の背景を確認するとともに、インドネシア国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査

の結果を踏まえ、本格調査に関する R/D に署名しました。 

 本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定しているプロジェクト

に資するためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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第一章 事前評価調査の実施 

 

１－１ 事前評価調査実施の経緯と目的 

 

（背景） 

インドネシアは東西に長く、数多くの島嶼が連なる島国であるが、ブラジルに次ぎ、世

界第 2 の熱帯林保有国であり、世界の熱帯林の 10％を保有しており、熱帯多雨林、熱帯季

節林、マングローブ林、サバンナ林、さらには高山帯植生など多様性に富んだ森林資源を

有している。さらに、島嶼国であるため生物種が隔離されて進化した歴史があり、動物地

理学上も東洋区とオーストラリア区にまたがっていることから世界的に最も生物多様性に

富んでいる国として知られている。その結果、同国は、世界の陸地の 1.3％の国土に世界の

20％に相当する 325,000 種の野生動植物が分布している。そのうち植物は世界の種子植物の

種の 10％に相当する 29,375 種が生育し、そのうちの 60％はインドネシア固有種と言われて

いる。哺乳類は 457 種生息し、そのうちの 49％が固有種、鳥類は 1,530 種で固有種が 27％、

両生類は 285 種のうち 40％が固有種と言われている。このように世界有数の生物多様性を

有する一方、人口増加による経済開発や商業的伐採、あるいは違法伐採や森林火災などの

ため、年々この生物多様性が減少しつつある。 

こうした中、「イ」国政府は国家開発計画の、5 つの重要項目の一つとして「経済再建の

促進および国民経済システムに基づく持続的で公平な開発基盤の強化」を掲げ、これを実

現するために「天然資源・環境分野の開発」が必要であるとしている。具体的には、生物

多様性の潜在的可能性の調査と評価、その持続可能な利用、保全活動への住民参加、国民

への環境教育・啓発活動の促進等を述べている。また、これら総合的な取組を推進するた

め、2003 年インドネシアは IBSAP（Indonesian Biodiversity Strategy and Action Plan）も策定

している。なお、インドネシア科学院（LIPI）が「イ」国における生物多様性保全のための

中心的役割を担うことが期待されている大統領直属の組織である。 

 

（LIPI と RCB） 

LIPI の下には、生物研究センター(RCB)が設置されている。この RCB は、国としての生

物学の研究方針を立案し、動物学、植物学及び微生物学に関する基礎研究を実施するとと

もに、生物学の研究活動全体をモニタリング・評価すると言う幅広い役割を担っている。

この RCB は植物部、微生物部及び動物部からなっている。 

RCB の動物部に対して、日本政府は、無償資金協力により 1995 年及び 96 年の 2 年間で

研究施設及び標本収蔵庫を供与するとともに、JICA は、研究支援のための技術協力を 1995

年 7 月から 2003 年 6 月まで 8 年間にわたり供与した実績がある。また RCB の植物部及び
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微生物部に対しても研究施設及び標本収蔵庫を供与した。この標本収蔵庫は、老朽化した

ボゴール植物標本館にある標本類を移送して保管することを目的としていた。ボゴールの

施設は 1817 年、当時の宗主国オランダによって建設されたものである。1800 年代からの古

い標本を含め 160 万点に上る標本が収蔵されており、先進国を除いて ASEAN 諸国を含む開

発途上国の標本館の中で群を抜いて大規模であって、世界的な規模と価値のある標本が収

蔵されていると広く認識されている。 

インドネシア政府は、これらの貴重な標本を単に保有するのみならず、基礎研究を拡充

し、インドネシア人研究者を育成し、現在は国家の有する生物多様性資源の潜在的価値を

将来にわたり国民の財産として引継ぎ、またそこに経済的な価値を再発見するための努力

を続けてゆくことを目指している。 

 

（要請の内容と事前調査の目的） 

こうした中、LIPI は我が国政府による無償資金協力を受け、2004 年 7 月「生物多様性保

全センター（植物学・微生物学研究施設）」をチビノンに新設するための交換公文を締結し、

2006 年度に竣工し先方政府に引き渡された。これにより動物部、植物部及び微生物部から

なる RCB の研究施設および管理施設は、チビノンに集められ、それぞれ標本収蔵施設も併

設され、さらに多くの研究用の機材等も供与された。 

しかしながら、当該無償資金協力にかかる基本設計調査実施中にも、既存施設からの移

転に伴う重要標本の取扱いとセンター新設後の運営のノウハウにについて外部からの支援

の必要性が議論され、無償資金協力との相乗効果としての技術協力を検討すべきことが有

識者からも指摘されていた。 

このような状況下、2005 年度「イ」側より日本政府に宛てた技術協力の要請は、無償資

金による施設の建設がなされていないタイミングで行われたこともあり、未整理で種の同

定の行われていない乾燥及び湿性標本を整理し、新たな収蔵庫に移動する作業を指導・指

揮監督するアドバイザーとしての業務を担う専門家を求めるものや、新たな収蔵庫内で各

種の標本類をどのように保全し、数多くの収蔵キャビネットの分類に従った配置をアドバ

イスする専門家の要請など、現状と反映していない点も生じてきていた。 

これらの経緯をふまえ、本事前調査では、LIPI との協議及び現地調査を通じ、本プロジ

ェクトの必要性、妥当性を確認するとともに、RCB が抱える業務運営上の課題を総点検す

るとともにプロジェクトの枠組みについて再整理を行った上で、R/D を締結し、合意事項を

協議議事録（ミニッツ）としてとりまとめ、署名・交換することを目的として実施した。 
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１－２ 調査団の構成 

 

 担当分野 氏名 所属（現地調査日程） 

1 総括 大田正豁 国際協力専門員 

（2006/12/17-2006/12/23） 

2 施設運営/標本管理 中島尚子 環境省生物多様性センター総括企画官 

（2006/12/17-2006/12/23） 

2 組織制度/評価分析 土居正典 インテムコンサルティング㈱ 

（2006/12/17-2006/12/30） 

4 協力企画 岩井伸夫 インドネシア事務所所員 

（2006/12/17-2006/12/23） 

（林業省派遣中の生物多様性アドバイザー秀田智彦専門家の協力のもとに実施）
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１－３ 調査日程 

 

日程 大田団長・中島団員・岩井団員(現

地参加) 

土居団員 

1 12 月 17 日 日 成田→ジャカルタ(JL726) 

（団長は別調査より継続参団） 

同左 

2 18 日 月 JICA 事務所打合せ 

日本大使館表敬 

BAPPENAS 表敬/LIPI 表敬 

〃 〃 

3 19 日 火 生物多様性保全センター視察 

RCB 協議（チビノン） 

〃 〃 

4 20 日 水 RCB 協議（チビノン） 

 

〃 〃 

5 21 日 木 団相打合せ 

RCB 協議（ボゴール） 

〃 〃 

6 22 日 金 R/D、M/M 署名、団内打合せ 

ジャカルタ→（JL725） 

〃 〃 

7 23 日 土 成田 

 

資料整理 

8 24 日 日  

 

〃 〃 

9 25 日 月

 

 

 

質問表の作成（祝日） 

10 26 日 火  

 

植物部の研究活動についてグル

ープ別に聴取 

11 27 日 水  

 

微生物部の研究活動についてグ

ループ別に聴取、チビノンの排

水処理施設視察 

12 28 日 木  

 

RCB 総務部から情報収集、Dedy

所長から情報収集（ジャカルタ）

13 29 日 金  

 

JICA 事務所打合せ、データベー

スシステムについて調査 

ジャカルタ→（JL725） 

14 30 日 土  

 

成田 
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１－４ 調査結果概要 

 

 1-1 背景説明にあるとおり、本事前調査は無償資金協力で建設された RCB の新施設の運

営を支援するための技術協力である。既に要請が出されてから数年が経ち、当初予定され

ていた標本類の梱包及び移設に係る支援については、3 名の短期専門家の指導により RCB

自らが適切に実施している事が今回の事前調査で確認された。このように、本プロジェク

トでは当初の要請内容から実際求められるであろう技術協力の中身に変化が生じてきてい

た。 

このため、プロジェクトフレームワークを確定するための協議として、RCB 所長及びそ

の職員が一堂に会する場を設けた。まず、彼らに対して我が国に期待するプロジェクト活

動の中身を聞き出し、その各活動について我が国の技術的支援が必要か否かの検証をした。

その後、プロジェクト活動群を分類し、それから引き出されるであろう成果を導き出し、

その成果に基づいて具現化されるプロジェクト目標を設定する参加型のボトムアップアプ

ローチに基づいたプロジェクト形成を実施した。LIPI 及び RCB は多数の英語も堪能で頭脳

明晰な博士および修士卒業のスタッフを有し、我が国の協力歴も長いことから JICA のスキ

ーム及び趣旨を十分理解する者が多く、協議は比較的スムーズに行なわれた。こうした結

果、作り出されたプロジェクトのフレームワークは第三章で詳細に述べているが、「1：施

設の適切かつ有効的な活用」「2：標本類の適切な管理と利用の促進」「3：生物多様性保全

に係る普及啓発活動の強化」の 3 項目に大きく分けられている。1 は新センターの運営と研

究活動を強化するための支援を行うことに係るものである。2 は、標本類のデータベースの

構築又は改善をし、内外の研究者及び機関による有効活用を図るとともに、RCB と外部機

関との研究連携協力を促進することに係るものである。すなわち、これまでの調査を通じ

我が国を含む様々な研究機関との連携実績があることが、判明しており、連携体制を強化

発展させていくための支援を行うことに係るものである。3 は RCB の知見・業績を内外に

発信するための機能を強化することに係るものである。3 項目共通に留意しなければならな

いのはプロジェクト C/P である。 

また、プロジェクトの趣旨について、RCB 側との協議当初から、我が国の協力のスタン

スは「新施設運営に係る技術的支援であって、研究協力ではない」という点であり、これ

を再三強調し説明したところである。この点については先方 LIPI 上層部及び RCB 側も十分

理解をしていたものと思われる。しかし、具体的な活動項目について協議を行う過程にお

いて、現場レベルでの RCB 職員からは自らの研究活動に直結するような研究活動的支援（資

機材供与、本邦研修、短期専門家派遣）を期待する声も聞かれていた。プロジェクト目標

及びその成果に照らし合わせて必要な範囲をその都度判断していく事が求められるだろう。 
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第二章 調査結果 

 

２－１ RCB の現況（グループ毎の研究活動） 

 

（１）RCB/LIPI の職員数と研究活動の概要 

LIPI では 2005 年から 2006 年にかけて傘下の 25 研究センターに対し、合計約 300 名の新

規採用をおこなったが、うち約 50 名が RCB に重点的に配置された。この背景には無償資

金協力により施設が整備されたことを受け、インドネシアとして生物多様性分野の基礎研

究に意欲的に取り組むという姿勢がある1。 

RCB 総務部の資料によると 2006 年 12 月現在 RCB 全体で研究者 206 名（植物部 92 名、

動物部 71 名、微生物部 43 名）、研究者の業務を補佐するテクニシャン 46 名（植物部 27 名、

動物部 11 名、微生物部 8 名）、施設・標本管理部 33 名、そして総務部 60 名の総計 345 名

からなる組織である（表 2.1）。なお、表 2.1 の研究者（技官）の分類は LIPI の採用カテゴ

リーによるものであり、RCB の研究グループの名称とは異なっている。また、RCB 所長は

植物部の研究者（技官）としてカウントされている。 

研究者の学歴は高く、206 名のうち 51 名（24.8%）が博士、43 名 (20.8%) が修士であり、

博士：修士：学士の比率は概ね 1:1:2 である。LIPI では研究者の学歴構成を、博士：修士：

学士=1:2:3 をひとつの目安としているが、RCB はより高学歴側に偏った研究者構成になっ

ている。 

RCB の研究活動はテーマ別のグループ単位で実施されている。本技術協力プロジェクト

が主として対象とする植物部、微生物部の研究者の推移を研究グループ別に表 2.2 に示した。

研究グループの構成は、植物部では基本設計調査時（2003 年）と同じ 6 グループ（植物化

学、植物生理学、植物解剖・形態遺伝学、植物分類学、植物生態学および民俗植物学）で

あったが、微生物部では当時の 4 グループから 5 グループ体制（微生物生態生理学、微生

物利用、微生物分類・培養標本、微生物遺伝学および微生物生化学）となっていた。 

表 2.2 は各研究グループからの聞き取りにより作成したものであり、表 2.1 の数字とは若

干異なるが、研究者の数は 2004 年に若干減少したものの、2005-2006 年に増員され、植物

部では 17 名、微生物部では 5 名程度の実増となっていることが確認できた。新しく採用さ

れた研究者は優先度の高い研究グループ、すなわち植物部では植物分類学、植物生態学、

また、微生物部では微生物分類・培養標本、微生物先端利用などに重点的に配置されてい

る（表 2.2）。 

                                                  
1 これ以外に、RCB ではシニアスタッフが多くなっており、新しい研究者を育成する必要があ
ること、臨時雇い扱いとしていたテクニカルスタッフの正職員化を図るという政府の方針がある
こと、などを指摘することもできる。 
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博士 修士 大卒
短大
など

高卒 その他 計 <24 25-29 30-34 35-39 40-45 46-50 50< 計

1. 研究者（技官）

a. 生物学・生物化学 4 2 1 7 2 2 3 7

b. 植物学 14 8 19 41 1 3 3 14 20 41

c. 生態・進化学 6 4 6 16 1 1 7 7 16

d. 遺伝学 1 1 1 1

正式採用予定者 5 4 18 27 0 15 4 6 2 27

小計 30 18 44 0 0 0 92 0 15 5 10 7 25 30 92 RCB所長を含む

2. テクニシャン

既存 0 0 0 1 17 0 18 0 0 0 1 5 6 6 18

正式採用予定者 0 1 2 3 2 1 9 0 1 0 1 1 3 3 9

小計 0 1 2 4 19 1 27 0 1 0 2 6 9 9 27

30 19 46 4 19 1 119 0 16 5 12 13 34 39 119

1. 研究者（技官）

a. 生態・進化学 2 1 3 1 2 3

b. 動物学 11 11 15 2 39 1 7 19 12 39

c. 遺伝学 1 2 3 2 1 3

正式採用予定者 3 23 26 1 17 5 1 1 1 26

小計 14 17 38 2 0 0 71 1 17 5 1 10 22 15 71

2. テクニシャン

既存 1 6 1 8 4 2 2 8

正式採用予定者 1 2 3 1 2 3

小計 0 1 1 2 6 1 11 1 0 2 0 4 2 2 11

14 18 39 4 6 1 82 2 17 7 1 14 24 17 82

1. 研究者（技官）

a. 細胞生物学・生物化学 1 1 1 1

b. 微生物学 6 7 19 32 1 1 10 12 8 32

正式採用予定者 1 9 10 1 7 2 10

小計 7 8 28 0 0 0 43 1 7 3 1 10 13 8 43

2. テクニシャン

既存 2 1 3 1 1 1 3

正式採用予定者 3 2 5 3 1 1 5

小計 0 0 0 0 5 3 8 0 0 0 3 2 2 1 8

7 8 28 0 5 3 51 1 7 3 4 12 15 9 51

1. 研究者（技官）

a. 細胞生物学・生物化学 1 1 1 1

b. 植物学 1 1 1 1

c. 動物学 1 1 1 1

d. 微生物学 2 1 3 2 1 3

正式採用予定者 6 6 4 2 6 コンピュータ技師を

含む

小計 0 0 10 2 0 0 12 0 4 0 2 0 3 3 12

2. テクニシャン

既存 4 3 6 13 1 2 3 5 2 13

正式採用予定者 1 6 1 8 1 1 1 1 2 2 8

小計 0 0 4 4 12 1 21 1 1 2 2 4 7 4 21

0 0 14 6 12 1 33 1 5 2 4 4 10 7 33

既存 2 6 1 8 17 2 2 10 3 17 2名は他機関に出向

正式採用予定者 1 7 0 28 7 43 0 1 2 4 6 22 8 43

0 3 13 1 36 7 60 0 1 2 6 8 32 11 60

51 48 140 15 78 13 345 4 46 19 27 51 115 83 345

出所：　ＲＣＢ総務部

注1）研究者の分野分類はLIPIの採用カテゴリーによるものであり、RCBの研究ブループ分類ではない。

注2)  正式採用予定者とは採用1年未満の職員である。

注3)   RCB所長は植物部の技官としてカウントされている。

合計

合計

総合計

植物部

動物部

微生物部

施設・標本管理部

総務部

合計

合計

表2.1　RCBの職員数 （2006年12月時点）

備考

合計

学歴別 年齢別
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（２）植物部の研究活動 

1) 植物化学（Phytochemistry）グループ 

このグループは伝統的にインドネシアの住民が利用して効果が伝承されている植物や樹木に着

目し、それらの植物体における有効成分を明らかにするという基礎研究を行なっている。研究対

象とする植物については、民俗植物学グループなどからの情報にもとづき選定することも多い。 

現在、研究している植物は医薬品や健康食品の原料として可能性が高い Zingiberaceae (ショウガ

の仲間)や抗マラリア薬品として注目される Simarubaceae などである。また、植物体内に生息し、

抗生物質原料としての可能性が指摘されている微生物についても、その成分分析を行う予定であ

る。 

植物化学グループの研究活動は無償資金協力で新しい分析機材が導入されたことから、精度や

効率の大幅な改善が期待されている。新施設に移転すると、本グループは自然生産ラボ、バイオ

化学ラボおよびバイオアッセイラボという 3 つの実験室を掌握し、高速冷却遠心分離機や電気泳

動装置などを使用した分析を行うとともに、共用分析機材室の原子吸光分光光度計（AASP）や高

速液体クロマトグラフ装置(HPLC)などを活用してより精密な成分分析にも取り組むことになる。

抽出された成分の効果判定には動物実験を行う必要があり、バイオアッセイラボではラット、マ

ウス、ウサギ飼育用のケージが供与されている。 

かかる背景からこのグループの今後の研究は民間企業からの関心も高まっている。植物化学グ

ループには 4 名の博士がいるが、うち 3 名はわが国の大学で学位を取得している（大阪市立大、

福山大、北大）。その人脈もあり、現在資生堂と化粧品用の新成分の探索に関する共同研究を実施

中である。また、今後大阪に本社を持つ医農薬企業ダイソーと健康食品の原料成分の探索につい

て共同研究を開始する計画である。木材については国内の林業関連企業だけでなく、住友グルー

プとも連携した研究を行っている。日本以外では ORSTOM (仏)との共同研究も検討中である。 

 

2) 植物生理学（Plant Physiology）グループ 

植物生理学グループは、組織培養（Plant Cell and Tissue Culture）サブグループとストレス生理・

造林（Stress Physiology and Macro Propagation）サブグループの二つのサブグループに分かれ、植

物の生理機構の解明に取り組んでいる。これらのサブグループは新施設でも実験室、機材をそれ

ぞれで管理する構想であり、サブグループをグループとして位置づける案も検討されている。 

 

a) 組織培養サブグループ 

このサブグループの研究目的は植物組織培養の技術を開発し、希少種の保全や産業への応

用（多様性の利用）を図ることにある。現在実施中の主な研究は次のとおりである。 

① 天然の遺伝子資源を取り入れてさらなる品種改良を図る： 野生バナナの細胞を化学処理

することで 4 倍体を作出し、すでに農業生産に使われている品種（2 倍体）と交雑して 3

倍体の品種を作るなど。 

② 細胞培養やさし木などの増殖技術を開発する： 香水や化粧品の成分を含み経済価値の高

い植物や木材で希少種となったものが多い中、現在、このような木材の一種（Gaharu）に

ついて細胞培養やさし木の技術を開発中。 

③ 突然変異株を増殖する： 植物化学グループでも研究対象としている Simarubaceae（抗マ

ラリア成分を有する）や Zingiberaceae (健康食品添加物原料)についてその成長点に化学的
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処理や放射線処理を行って突然変異を誘発し、得られた突然変異種をさし木や接木の技術

で増殖する。 

④ 人工交雑を行う： 繁殖する場の緯度の違いにより、花の数や色に違いが出る野生ランを

対象に、細胞融合による人工交雑試験を行なっている。また、コンニャクイモにも天然の

遺伝的多型がみられることに着目し、突然変異作出法などを活用して優良品種を開発する

実験を行っている。これら人工交雑に関する実験は植物解剖・形態遺伝学グループと共同

で実施している。 

このサブグループは新施設において、植物細胞、種子、芽などを液体窒素により超低温

（-196℃）にする試験に取り組む計画があり、対象種としては希少種となっているサツマイモ

の一種などを考えている。液体窒素による超低温凍結保存に関しては文献などで有効である

ことがわかっており、必要な機材は無償供与されている。しかしながら、インドネシアでは

実施例が少ないことから抗凍結物質（DMSO など）を使用した前処理、液体窒素への浸漬、

保存後の融解という一連の手順と研究の方向性について JICA専門家のアドバイスを期待して

いる。 

 

b) ストレス生理・造林サブグループ 

このサブグループは植物の生育と乾燥や有害物質などのマイナス要因（ストレス）との関係

について生理学的に明らかにし、それらの環境下での増殖手段を検討するとともに、耐性を有

する種や品種を探索して生物学的環境改善の手段として活用することを目指している。現在実

施中の研究は次のとおり。 

① 東ヌサテンガラ州での造林の研究 

東ヌサテンガラ州は乾燥地域として知られているが、木工製品、ビャクダン（白檀）

（Cendana）やヤシの一種で食品や板材として利用される Gewang などが有用資源として利

用されてきた。これらは現在伐採が進み希少種となっている。本サブグループではこれらの

樹種と生育環境について調査し、植造林の推進、あるいは林間作物としての利用試験など基

礎研究を行っている。3 名の研究者が年 3 回（3 週間/回以下）程度現地に出張してフィール

ドデータを取るほか、2 名のテクニシャンが年 2 回各 2 ヶ月程度現地に滞在して植造林活動

を指導している。 

② 植物による環境修復（phytoremediation） 

西ジャワ州バンテンは金鉱採掘地となっているが、採掘のためシアンや水銀などの有害物

質が使われており、未処理で河川に流すなどの違法行為もみられる。そこで本サブグループ

ではこれらの地域に生息する植物を採集し、重金属濃度を測定することから、どの植物が環

境改善に寄与しうるかを調査している。これまでの調査で Paspalum conjugathum が水銀吸収、

いわゆる生物学的環境修復・浄化の役割を果たしている章物であることが明らかになった。 

 

新施設においては、無償供与された機材（気象測定機材や光合成測定用機材）を活用して

地球環境問題、すなわち植物・森林による CO2 吸収メカニズムについての研究を進める計画

である。 
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3) 植物解剖・形態遺伝学グループ（Anatomy and Morphogenetic Group） 

このグループは植物の細胞組織や形態からみた多様性、自然界における遺伝的多型について研

究している。これまでは 3 名の研究者グループであり、昨年 3 名増員されたが、植物部の中で最

も小さい研究グループである。試料の分析は、遺伝学ラボ、形態・解剖・細胞学ラボという二つ

の実験室で行なう。研究内容は植物部で最も大きい分類学グループ（研究者 31 名）や植物生理グ

ループ（19 名）と共同で行なうものが多い。 

主な活動は次のとおり。 

① 人工授粉の研究 

自然界および人工環境下において希少種の受粉のメカニズムを形態学的に研究し、植物保

全方法の検討に資する。 

② 寄生植物に関する研究 

希少な木材種に寄生する植物の形態、発育メカニズムを調査し、保全方法の検討に資する。 

③ 植物分類学グループを支援する研究 

- 各種植物の細胞組織切片の作成・観察による分類学的知見の集積。 

- 電気泳動装置を活用した遺伝子型（genotype）の解析（→ 希少種の DNA バンク化、   

後述） 

④ 植物生理グループとの共同研究 

前述した野生ランやコンニャクイモに関する細胞学的、形態学的研究 

⑤ その他 

京都大学とニッケイ属の木の胚体発育について共同研究を行っている。 

 

4) 植物分類学グループ（Taxonomy Group） 

植物の分類群別の研究者を多数配置し、多様性に富むインドネシア植物相の系統分類を進めて

いる。分類された植物は無償資金協力で新設された植物標本館で保管される。同館の館長は植物

部の部長であるが、管理運営の実務はこのグループが担っており、英国キュー植物園、オランダ

ライデン博物館、東京大学など世界トップクラスの植物学研究機関とも標本をやりとりしながら

研究の深度を深め、東南アジアにおける中核博物館としての RCB の役割を果たしていくことも重

要な任務となっている。 

基本設計調査時（2003 年）に回答のあった研究対象植物分類群は次のとおりである。 

• 系統分類研究： 

Lauraceae, Bambusoideae, Sapotaceae, Annonaceae, Balsaminaceae, Begoniaceae, Rutaceae, 

Arecaceae, Orchidaceae, Dipterocarpaceae, Araliaceae, Rafflesiaceae, Fabaceae, Myrtaceae, 

Burseraceae, Myrsinaceae, Cucurbitaceae, Bryophytes, Fern, Lichens, Ecto mycorrhiza, Endo 

mycorrhiza 

• DNA解析： 

Dipterocarpaceae, Fagaceae, Bambusoideae, Cucurbitaceae, Araliaceae 

 

分類には、古くから行なわれている形態学的アプローチとともに、近年では、DNA 解析など新

たな手法も取り入れている。これまで約 10 の分類群（科のレベル）において DNA 解析をおこな
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ったが、新施設ではさらに 6 以上の分類群で同様の解析ができる見通しである。 

DNA レベルでの解析は解剖・形態遺伝学グループと共同で実施しており、特に希少種について

は DNA バンクとして保管・管理する計画を進めている。具体的には-20 から-40℃で DNA サンプ

ルを凍結保存する。これまで 100 サンプル以上が標本処理されており、これから解析すべきサン

プルが 1,000 以上ある。 

また、他のグループと連携しながら特定の地域や保護区を対象とした植物相を明らかにし、出

版していくこともこのグループの重要な活動である。これまでの主な調査地域は、JICA の技術協

力が行われているグヌン・ハリムン国立公園（G. Halimum）のほか、G. Gede Pangrango などの熱

帯雨林、南東スラウェシ州の離島（Buton 島、Wawonii 島など）、ロンボク島などがある。ロンボ

ク島の植物相に関しては京都大学と共同研究体制を組んでいる。 

先に述べたように RCB の植物標本館（ボゴール植物標本館 Herbarium Bogorinese）は東南アジ

ア随一の標本保有数を誇り、世界の博物館と交流がある。とりわけ、英国キュー植物園、オラン

ダ・ライデン博物館とはマレーシア地域植物相プロジェクト（Flora Malesiana Project）という枠組

みで古くから共同研究を実施している。最近では、米国スミソニアン博物館、英国エジンバラ博

物館との交流も進んでいる。その他共同研究として、サントリーとホウセンカ類のハイブリッド

に関する研究などがある。 

分類学グループ研究者の数は植物部で最も多い 31 名（内、博士 8 名）が配置されているが、こ

れでも 300 科以上と言われるインドネシアの植物相をカバーするには不十分と考えられており、

さらなる研究者の増員が計画されている。 

 

5) 植物生態学グループ（Ecology Group） 

生態学グループの研究の基本は研究室ではなくフィールドである。研究者およびテクニシャン

は研究対象とする生態系の中に定期的にモニタリングを行う 1ha 程度の調査区画（Permanent Plot）

を数ヶ所設定し、区画内の植物遷移、栄養循環サイクルなどを調査している。また、森林火災後

の生態系更新過程、マクロ生態学的にみた植物多様性の検討などを行っている。したがって、こ

のグループではフィールド調査のための出張も多い。 

現在主に活動を行っている生態系と、そこで連携して活動している海外の研究機関は次のとお

りである。なお、調査対象となる種の同定にあたっては、分類学グループの協力を受けることも

多い。 

 

□ 熱帯雨林 

西ジャワ    ：G. Halimun, G. Gede Pangrango  JICA、北大、京大 

東カリマンタン ： Bangkirai   鹿児島大学 

中部カリマンタン： Klampangan, Sebangan, Lahei  JSPS/北大 

□ 離島部 

ジャワ地域   ： Nusa Kambangan 島、Nusa Barong 島、Karimun Jawa 島 

スラウェシ地域 ： Krakatau 島、Wawonii 島 

注）Krakatau 島の調査では鹿児島大学が昆虫学、オックスフォード大学が地質学的調査を行

っており、情報交換している。 
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植物遷移調査では Permanent Plot 内の土壌を区画法でサンプリング調査し（縦横 20cm、深さ

30cm）、それを RCB に持ち帰りグリーンハウスで発芽させ、種構成を明らかにする。区画法サン

プリングでは Permanent Plot 一ヶ所当り 20 サンプル程度、年 2 回のサンプリングを標準としてい

る。この調査により将来的な植物相変化が予測できる。グリーンハウスでは生きているサンプル

を扱うものであり、これを Seed Bank と呼んでいる。同様の手法は森林火災後の自然修復の予測、

必要な植林の検討においても適用されている。 

栄養循環サイクル調査では 1ｍx1ｍのリタートラップ（落葉などの落下物を定量的に収集する

袋）を Permanent Plot 内に設置し、トラップ内の植物体を葉、小枝(Stem: 2cm 以下)、枝（Branch: 2cm

以上）、種子、その他に分けて、各々の部位を粉砕後、炭素（C）、窒素(N)、リン(P)、カリウム(K)

の定量化を行う。これらの量と土壌中の C、N、P、K の量を比較検討することにより、栄養循環

サイクルを推定することが出来る。リタートラップ調査はプロットあたり 25 ヶ所程度で毎月、2

年間以上継続して調査することとしている。 

これら元素レベルでの分析には、現在農業省の中央研究所の機材を使用しているが、新施設で

は CN 分析装置が導入されているので独自で行えるようになり、研究の効率化が図られるように

なる。ただし、同装置のメーカー（YANACO）は現地代理店がなく、当面のスペアパーツや消耗

品は供与されているものの、その後の調達に不安が残る。 

マクロレベルでの生態解析については保護区の植生マッピングがあり、これはグヌン・ハリム

ン国立公園など一部では JICA の協力も受けながら進められている。 

 

6) 民俗植物学グループ（Ethnobotany） 

民俗植物学グループの目的は植物と人間の社会活動の関係を明らかにしていくことである。

インドネシアでは多様な民族がさまざまな形で植物（木材を含む）を利用してきた。具体的に

は、食物、保存食、調味料、薬品、化粧品、香水、衣料、建材、カヌー作り、手工芸、観賞、

祭事、などである。これらの伝統的な利用形態を解明することから独自の文化的背景を理解し、

多様性の保全と利用への取り組みに資することが本研究グループの任務である。 

本グループの研究者は他グループの研究課題と連携しながら対象地域において住民インタビ

ューを中心とする社会経済調査を行うことが多い。かかるフィールド調査の回数は 1 回 2-3 週間

で年間 3-4 回程度となる。 

民俗植物学的見地からの調査結果は、植物化学グループなど他の研究グループが分析対象植

物を選定するうえで重要な参考資料となっている。 

 

（３）微生物部の研究内容 

微生物とは、肉眼で判別できない微小な生物の総称であり、菌類（酵母菌（イースト）、糸状

菌（カビ類）、キノコ類など）、細菌（バクテリア）などが含まれる。ただし、RCB ではいわゆ

る病原菌についての研究は行っていない。 

 

1) 微生物生態生理学グループ（Microbial Ecophsiology） 

このグループの研究課題は大きく①生物学的修復（Bioremediation）、②生物肥料（Bio fertilizer）、

③植林支援（Revegitation）という 3 つに分けて捉えられている。微生物部では最も大きい研究

グループであり（博士 2、修士 4 名、学士 8 名：計 14 名）、他のグループに比較してフィールド
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調査の機会が多い。 

 

① 生物学的修復（Bioremediation） 

生物学的修復とはさまざまな人間の活動で破壊された環境を有用微生物の働きを借りて

修復しようという試みである。具体的な事例としては、船舶事故等によるオイル流出、農業

における残留農薬、鉱業において流出する重金属などがあり、問題解決に寄与するような微

生物の探索を行っている。この場合汚染源となる物質の特定、定量化が不可欠であり、AASP 、

HPLC、ガスクロマトグラフ装置（GC）、水銀分析器、窒素分析装置など無償供与された一

連の分析機器を活用することになる。これまで 175 種の多環芳香族炭化水素（Poly Aromatic 

Hydrocarbon: PAH) 消化バクテリアの同定を行ってきた。 

このような有効微生物の探索に関しては、後述する微生物分類・培養標本グループととも

に (独)製品評価技術基盤機構（NITE）と共同研究を行っている。また、オイル流出問題に

ついては（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と、殺虫剤分解菌について

は今年から韓国の GIST（Gwangju Institute of Science and Technology）および在韓国国連大学

の IERC（International Environmental Research Center）と共同研究をスタートしたところであ

る。森林火災後の土壌バクテリアコミュニティーに関する研究は RCB の植物部とともに東

京大学と共同研究を組んでいる。さらに、西ジャワ地域における河川汚染モニタリングに関

して韓国政府に技術協力を要請中である。 

 

② 生物肥料（Bio fertilizer） 

生物肥料についての研究とは、窒素固定菌やリン溶解菌などの土壌細菌をうまく活用する

ことから化学肥料に代わる生物肥料を開発しようとする試みである。これまで 6 種の窒素固

定菌、25 種のリン溶解菌を同定している。また、農業の害敵となるカビ類や昆虫類に寄生

してそれらのホストを駆逐するような微生物（Biopesticide）についての探索も行っている。

このような生物肥料に関する共同研究にはインドネシアの民間企業 AMANI 社とのものが

ある。 

 

③ 植林支援（Revegitation） 

植林支援とは、特に森林火災後の植生回復について植物部と連携して実施しているもので

あり、微生物部では土壌バクテリアがいかに植生回復に寄与するのかについて研究が行われ

ている。 

 

2) 微生物先端利用グループ（Microbial Bioprospecting） 

基本設計調査時、応用微生物学・開発（Applied Microbiology and Development)グループと呼ば

れていたが、2004 年よりこの名称に改称された。基本設計調査時の研究者の配置は 1 名のみであ

ったが、現在は 6 名（内、博士は 3 名で、内 1 名は微生物部部長もこのひとり）と人員強化がな

され将来性が期待されている研究グループである。 

このグループが現在取り組んでいる主な研究テーマは微生物および微生物が生産する有効物質

をコーティングし、消化吸収されやすい形の食品添加物を生成することである。そのイメージを

図 2.1 に示す。 
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コーティング（Carrier)
ゼラチン、スターチなど

Β-カロチン（天然色素、プロビ
タミン、解毒効果）

プロバイオティクス（病原菌の
発育を抑えるなど善玉微生物）

ラウリン酸（ココナッツオイルより抽出
した抗バクテリア、抗ウイルス剤）

図2.1  付加価値を高めた微生物応用製品のイメージ

 

これまでプロバイオティクス（ヒト、家畜、魚などホストに便益をもたらす微生物の総称、例

えばビフィズス菌）の探索をおこない伝統的発酵食品などからすでに 100 株ほどの標本化がなさ

れている。プロバイオティクスは胃酸で分解され、腸まで生きたままで届かないことが多いが、

ゼラチンなどでコーティング（encapsulation）することでこの問題を解決できることがわかってき

た。この方式であればプロバイオティクス以外の有効成分も添加し、効果を高めることも可能で

ある。新施設ではこのような微生物応用製品の開発に関する基礎研究を行う予定である。 

共同研究のパートナーとしてこれまで（独）食品総合研究所（NFRI）や（独）国際農林水産業

研究センター（JIRCAS）があり、今後は日本学術振興会（JSPS）を通じて北海道大学とも共同研

究体制を構築する予定である。 

 

3) 微生物分類・培養標本グループ（Microbial Biosystematic and Culture Collection） 

基本設計調査時、分類・遺伝グループ（Biosystematics and Genetics Group）であったものが、こ

の微生物分類・標本培養（Microbial Biosystematic and Culture Collection）グループと微生物遺伝

（Microbial Genetics）グループの 2 グループに分離、発展した。この背景には動物部や植物部と

比較して遅れている微生物の分類、標本の整理を強化するという RCB/LIPI の方針がある。 

微生物の標本様式には、寒天培地を用いる従来法に加え、凍結乾燥法、低温保存法などが開発

されており、微生物の特性に合わせて保管されている。植物と違い、微生物標本では対象種が分

離培養できることが原則である。現在の検体サンプルは約 5,000 種であるが、これは微生物全体

の 1-2%に過ぎないと考えられている。標本管理は、カビ・キノコ類（Fungi）、細菌類（Bacteria）、

窒素固定菌(N-fixing bacteria)、水生菌(Aquatic bacteria)、放線菌（Actinomyces）、酵母菌（Yeast）

の 6 グループで行われているが、これまで単体として分離認定（validation）できたものは 250 種

程度である。微生物の分離認定は自然保護区の検体、伝統的発酵食品中の検体を優先的に行って

いる。 

微生物の同定方法には従来からあるコロニー培養法だけでなく、細胞膜の物質構成、分子生物
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学的検討、炭素や窒素の固定能力の有無などによる方法を併用して単体を分離していくという作

業が必要である。新施設ではファーメンターによる培養精度の向上、HPLC や GC を用いた物質

分析が可能となり、分離認定の効率化が期待されている。 

微生物分類に関しては NITE の生物遺伝資源部門（NBRC）との共同研究を行っており、RCB

の研究者は本邦のNITEでの研修にも参加している。また、オランダの造林センター（Central Bureau 

of Silviculture）とも情報交換している。 

現在このグループから 2 名の研究者がタイ国チュラロンコン大学に留学中である。 

 

4) 微生物遺伝学グループ（Microbial Genetics） 

遺伝学グループは DNA 中の遺伝子レベルの多様性に関する研究を行う。特に自然界でも特異

な環境、すなわち火山地域、乾燥地域あるいは有用食物中に生息する微生物に焦点を当て、特殊

遺伝子の分離、特定化を進めている。 

火山地域とはロンボク島の Rinjani 山、スマトラ島の Kerinci 山などであるが、そこには Selenium

など抗ガン成分を生成する微生物が生息することが知られている。乾燥地域の例としてはティモ

ール島があり、そこに生息する微生物から抗乾燥遺伝子を探索中である。食物ではミルク、パー

ムオイルなどからいわゆるプロバイオティクスの材料となる微生物を探索している。 

研究の基本は DNA、RNA 中から特定の遺伝子を切り取り、クローン培養したのちホスト細胞

に摂取し、遺伝子発現による特定タンパク質の生成を確認するものである（Gene Expression）。こ

の分析過程で無償供与された一連の機材（PCR、遠心分離機、解剖顕微鏡、DNA シーケンサー、

試薬類など）が有効活用される。特定化された遺伝子は細胞とともに凍結乾燥、アンプル処理、

フリーザーでの低温保存などの方法で保管している（遺伝子バンク）。 

遺伝学的研究の成果は医薬品、食品加工、農業生産など応用分野が多い。現在、乾燥地に強い

オイルパームの品種改良についてインドネシアの民間企業との共同開発を行っているほか、ボゴ

ール農科大学畜産学部、Eijkmant 分子生物学研究所、LIPI の化学研究所などと共同研究を行って

いる。 

 

5) 微生物生化学グループ (Microbial Biochemistry) 

微生物化学グループでは微生物分類・培養標本グループにより標本化された微生物サンプルを

材料として種ごとの酵素生産および生物活性物質（Bioactive compounds）を明らかにする研究を

行っている。これより有用微生物と発酵食品や薬品成分の精製過程の関係が解明でき、応用研究

につながることが期待される。 

しかしながら、このグループが活用すべき高速タンパク分析装置（FPLC: Fast Protein Liquid 

Chromatography）は無償資金協力以前の 2000 年頃インドネシア政府の予算で導入されたものの、

その後の財政難で一部付属品が整備できなかったことから使用されていない。現在は、培養-試薬

反応など従来型の方法で分析を行っているが、効率が悪い。 

無償資金協力では既存 FPLC の付属品についての供与は行なわれていないが、HPLC、ファーメ

ンターなど他の機材で分析の代替は可能であり、研究分析の効率化が期待される。 

研究、分析にあたっては LIPI のバイテクセンター、化学研究所、ボゴール農科大学などとの情

報交換を行っている。 
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（４）研究室から排出される有害物質 

植物部、微生物部とも多くの生化学分析機器を使用し、その過程でいくつかの有害物質が排出

される（表 2.3）。現在のところこれらの有害物質は特定の容器に収容して、廃棄物処理業者に委

託して処理していると説明があったが、実際は容器に保管しているだけで、具体的な処理は十分

行なわれていないものと思われた。 

 

表 2.3 研究室から出る主な有害物質 

植物化学グループ Halogen (Cl, Br2, I2)、Carcinogenic、有機溶液
（エタノール、メタノール、クロロフォルム、
Petrol など）、その他実験動物の死骸 

植物生理学グループ 水銀など重金属 

解剖・形態遺伝学グループ キシレン、ホルマリン、細胞染色残液など 

植物分類学グループ Etidium Bronide など DNA 研究で使用する化学薬
品類、ホルマリン、キシレンなど標本保存に使用
する化学薬品 

植物生態学グループ CN 分析などに必要な薬品類 

植物部 

民俗植物学グループ なし 

微生物生態生理学グループ フェノール、クロロフォーム、重金属、殺虫剤な
ど 

微生物先端利用グループ 不明 

微生物分類・培養標本グル
ープ 

不明 

微生物遺伝学グループ 有機溶媒（エタノール、メタノール、クロロフォ
ーム、ペトロリウムエーテルなど）、有害化学物質
（Ethidium bromide, フェノールなど） 

微生物部 

微生物化学グループ シアンなど 

出典： 各研究グループからの聞き取り 

 

２－２ RCB の将来の活動の展望と課題 

 

（１）RCB の将来計画 

RCB を含む生物科学部門を統括する LIPI 本省の局次長 Dr. Endang Sukara（本プロジェクトの

JCC 議長を予定）はインドネシアの生物多様性に関する今後の取り組みとして次の 3 つの方針を

表明している。 

• インドネシア生物多様性のインベントリー調査と特徴の把握 

• 生物多様性の持続的な利用 

• 研究者および施設を含むキャパシティービルディング 

 

RCB ではかかる LIPI の方針のもと、RCB 戦略 5 カ年計画（2005-2009 年）を作成している。同

計画の概要は Box 2.1 のとおりである。 
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Box 2.1 RCB 戦略 5 カ年計画（2005-2009 年）の概要 

1. 食品と健康に関するプログラム 

1) 植物、動物、微生物それぞれの生物多様性を活用した新製品、製造工程の開発 

2) 細胞培養、遺伝子工学、生長過程などの研究による新しい薬品、化粧品用材料の探索 

3) 生物多様性と科学的発展を踏まえた、新しい食品、医薬品、化粧品の開発 

2. 情報工学、データ通信の開発プログラム 

3. 環境と生物多様性に関する研究プログラム 

1) 生物多様性や生態系のインベントリー、位置づけ、認証 

2) 天然資源の持続的利用、管理の体系づくり 

3) 生物資源の管理 

4) 生態系の動態と環境保全 

5) 生態系破壊と汚染に関する技術開発 

6) 環境情報システムの開発 

4. キャパシティビルディングプログラム 

5. 人材開発プログラム 

6. 施設改善プログラム 

 

（２）若手研究者の育成 

LIPI では研究者を中心として 2005-2006 年で約 300 名の新規採用を行ってきたが、今後 2009 年

までにさらに 500 名の増員を計画している。RCB 総務部ではこの期間における研究者の増員とし

て 10 名程度を想定しているが、人事については LIPI 本省の決裁事項であり、要請に対して大き

く増減することが多い。例えば、植物部では退職者数も考慮し、毎年 3-4 名の研究者の増員を要

請してきたが、2004 年は新規採用がほとんどなく実質減員となったのに対し、2005-2006 年にか

けては一気に 20 名の増加となっている（前掲、表 2.2）。 

人事についてはインドネシア国の経済動向や政府としての優先政策に影響を受けることとなる

が、RCB/LIPI に関しては今後数年間は増員策が継続される可能性が高い。RCB 研究者の学歴が相

対的に博士に偏っていることは先に述べたとおりであるが、RCB 所長によると博士については自

然減が今後増える一方、若い人材の採用増、修士の増強などの対策により、徐々にバランスの取

れた研究者体制にしていくという見通しが示された。 

新規採用する若手研究者の育成方法として、現在シニアスタッフとジュニアスタッフがペアで

研究課題に取り組むという方式を採用している。また、海外留学については、シニアスタッフに

対し、（これまで多かった日本だけでなく）世界的にみてトップクラスの研究・教育機関をジュニ

アスタッフに紹介するよう指導している。現在、タイ国チュラロンコン大学に 2 名の留学生を送

っているのはこの一環である。 

 

（３） 新施設活用における課題 

1) 施設・機材の維持管理 

植物部、微生物部のグループ別の活動で述べたように、各グループでは新施設での研究活動に
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ついてそれぞれの将来構想がある。その構想を具現化させるために、施設、機材が有効に活用さ

れなければならない。今回の調査で RCB 側はこの点をよく理解していること、新たな研究活動を

円滑に実施するためには、施設・機材の維持管理を含む研究実施体制の強化について日本側の技

術協力が有効であることが確認された。 

RCB の施設・機材の維持管理は、施設・標本管理部が 3 つの研究部（植物、動物、微生物）の

総合調整窓口として実施している。すなわち、各研究者/グループは施設の不備やスペアパーツの

補充についてはまず施設・標本管理部に申請し、同部が具体的な対応策を検討し、内部の技師に

よる補修工事を行うとか、あるいは総務部で予算化して外部発注するなどの対策を講じることと

なっている。 

 

2) 普及啓発活動 

研究活動に加えて、生物多様性の保全と持続的な利用についての一般の認識を高めるための普

及啓発活動も重要である。LIPI ではユネスコの協力を得て、国立博物館整備構想（Development of 

Cluster of Natural History Museums and Science Centers as a National Science Education Facility in 

Indonesia. 2006）を取りまとめており、その中でボゴール博物館が自然科学分野の中核組織となる

ことが計画されている。また、無償資金協力により植物部の建物の玄関の一角に情報センターが

整備されている。LIPI 全体構想とも連携しながら、この施設を有効活用していくことも重要な課

題である。 

 

3) 有害物質の処理 

2-1(4)で述べたように、新施設においては植物部、

微生物部の研究室から排出される有害物質の処理

を適切に行う必要があり、その体制づくりが課題で

ある。具体的には無償資金協力で建設された有害物

質処理施設（図 2.2）の稼動システム作り、ここで

は処理できない重金属類などの処理体制の構築を

行う必要がある。 

 

 

 

２－３ データベースの現況 

  
RCB内のネットワークとデータベースの構築に関しては、施設・標本管理部が総合窓口であり、

IT 分野の専任スタッフを配置し（表 2.4）、3 つの研究部がそれぞれのデータベース作りに取り組

んでいる。データベースは将来的に各部別の LAN および外部からのインターネットからアクセス

できるように整備する構想であるが、現時点ではいくつかの事情により機能していない。以下、

現在の状況を整理する。 

 

 

図 2.2 新施設の有害物質処理施設 
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（１） ネットワーク環境 

現在の RCB コンピュータネットワーク環境は図 2.3 に示すとおりである。現在 RCB の 3 つの

研究部でサーバーを通じて交信可能なのは植物部のみである。動物部のサーバーは故障中であり、

微生物部には特定のサーバーがない。また、植物部のサーバーは RCB のメインサーバー（構想で

あり、現在はない）、LIPI のメインサーバーとのリンクはなされておらず、植物部が公開している

データベースへのアクセスは唯一 NBIN（National Biodiversity Information Network）のサーバーか

らアクセスする道が開かれているのみである（図 2.3） 

構想として NBIN のサーバーとチビノンの LIPI ライフサイエンスセンター全体のサーバーを結

び、LIPI 本省のメインサーバーをポータルサイトとしてデータベースにアクセスすることが考え

られている。しかしながら、Center of Education に置かれているライフサイエンスセンター全体の

サーバー容量は小さく、またチビノンにある他の研究センターもここを経由して交信しているた

め、この経路をとる場合現在よりもさらに接続条件が悪くなる可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.4  RCB 施設・標本管理部のデータベース関係のスタッフの配置 

 正職員 臨時職員 

a. プログラマー 2（大卒） 2 

b. ネットワーク整備 2（うち、大卒 1名） 2 

c. データベース 2（うち、大卒 1名） 2 

d. GIS 1 2 

e. ウェブデザイン 1 2 

   合 計 8 10 

出所： RCB 施設・標本管理部資料 
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RCBメインサー
バー (現在なし）

植物部サーバー
（あり）

動物部サーバー
（故障中）チビノン

微生物部サー
バー(現在なし）

Client computers: 植物部 8台、動物部 9台、微生物部 1台

Brand: DELL (一部 ACER)
Intel Pentium 4, 2.0GHz, RAM 128 MB, HDD 40GB
Monitor: 15"or 17"

植物部サーバー

Intel Pentium 4, 2.4GHz
RAM 512 MB
HDD 60GB
Monitor: 17"

RCBに置かれてい
るNBINサーバー

LIPIのものではなく、NBIN用に
臨時に設置されているサー
バー。多くの機関からのアク
セスがある。128kbps。

LIPIライフサイエエンスセン
ター(チビノン）のメインサー
バー　at Center of
Education

インターネット回線へ

LIPIジャカルタ本部
サーバー

チビノンライフサイ
エスンセンターの
RCBを含む5つの
センターが共同利
用する。64kbps

NBIN サーバー

Intel Pentium 4, 2.0GHZ
RAM 128 MB
HDD 40GB
Monitor: 15"and 17"

図2.3　RCBコンピュータネットワークシステムの概要
注）実線：既存 点線：今後整備が必要

 

 

（２） データベースの整備・利用状況 

上記のようなネットワーク環境のもと、現段階でのデータベースの整備状況と利用状況は次

のとおりである。 

1) 動物部（データベース担当者： Mr. Pramono） 

データベースは当初アクセスで構築されたが、大量データを処理できないことから JICA の技術

協力などによりオラクルで再構築した。アプリケーションは Visual Basic。しかしながら、動物部

のサーバーは故障しておりインターネットからのデータベースへのアクセスはできない。このよ

うに動物部では所内 LAN が機能していないことから、研究者の多くは現在でも自分の研究対象と

する動物群別の旧データベース（アクセス）を使用している。 

 

2) 植物部(データベース担当者：Mr. Suhardjono P.) 

動物部と同様当初アクセスで構築したデータベースをオラクルに変更した。アプリケーション

は Visual Basic。植物部では所内 LAN が機能していることからデータベースにアクセスすること

は可能である。ただし、アクセスフォーマットで入力されたデータのオラクルフォーマットへの

移行は終了していない。植物データは現在 355,893 件であるが、移行済みは約 250,000 件。データ

の変換プログラムは組んでいるが、原データに入力ミスが多く発見され、その確認に時間を取ら

れている。新しいデータについては予算がある限りデータ入力に努めている（常勤スタッフ一人
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で年間 9,000-10,000 件のインプットが可能。参考：世界の植物種は 1,700 万種）。 

植物部では外部への公開用データベースを NBIN のサーバーにアップロードしており、インタ

ーネットを通じてアクセスすることが可能となっている（ただし、サーバーの通信速度の関係か

らしばしば接続困難な状況である）。 

 

3) 微生物部(データベース担当者：Mr. Arwan) 

データベースの整備は動物部、植物部と比較して遅れている。データベースのフォーマットは

最初からオラクルで構築されているが、入力データ数は 250 件程度にすぎない。微生物部にはサ

ーバーがなく、必要であれば新しく購入する必要がある。 

 

（３）問題点と課題 

問題点を再整理する。RCB は現在独自のメインサーバーを有しておらず、NBIN のサーバーを

使用してインターネットにアクセスしている。しかしながら、NBIN サーバーは処理速度が遅く

（128kbps）、多くの共有利用者がいるため、しばしば接続困難となり、接続できても速度が遅い

という欠点がある。また、NBIN サーバーは RCB が臨時に管理しているものであり、将来他の機

関に移設される可能性がある。したがって、RCB では独自のメインサーバーをチビノンに整備す

る構想であるが、予算化はなされていない。さらに、RCB のメインサーバーが整備されたとして、

ネットワーク上それより上位のライフサイエンスセンター全体のメインサーバーを通じてLIPI本

省のホストコンピュータと結ばれる必要があるが、ライフサイエンスセンターのメインサーバー

の処理速度が遅く（64 kbps）、現在より接続環境が悪くなることが懸念されている。 

データベース関係の技術協力としては、① 高い次元で国際的な外部機関とのネットワーク構築、

友好連携関係の構築ができる研究者の派遣、② ウェブデータベースプログラム（ホームページ）

および LAN/インターネット接続に関する専門家の派遣が期待されている。 
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第三章 本格プロジェクトに係る実施上の留意点 

 

３－１ 基本方針 

 

RCB は、生物 3 分野の基礎研究を行うとともに、各種標本類を保管し、他の研究機関や研究者

に研究場所や資料、データを提供する役割を担っており、インドネシア政府が推進している生物

多様性の保全に貢献する施設といえる。 

 

JICA の果たす役割に関しては、過去に多くの開発途上国で研究支援や研究協力のプロジェクト

を実施してきた経緯から、本来研究活動は息の長い活動であって、その成果が生まれるまでに数

十年を要するものも数多くあり、研究の結果が生み出されたとしても、その結果が国民の生活向

上や経済の発展に直接活用されるためには、さらに長い年月を必要とする例は多いとの認識が基

本となる。ドナー側から見ると目に見える成果を得るまでに長い年数を要するため、重要ではあ

るが効率の悪いという特性がある。 

 

2000 年 9 月には、189 ヶ国の首脳が一堂に会する「国連ミレニアム・サミット」が開催され、

21 世紀の国際社会の目標として「ミレニアム開発目標」が取りまとめられた。2005 年には、国連

の特別首脳会議の場で宣言の中間レビューも行われ、その目標に向かって進むことが確認された。

この目標は、貧困削減、基礎教育、ジェンダー、母子保健、感染症対策、環境、金融・貿易・訓

練・情報からなり、開発途上国支援に際してドナーが優先的に取り組むべき課題とされている。

JICA としても、ドナーの一員として日本の首相を含む世界の首脳が同意したミレニアム開発目標

の達成を、開発途上国に対する技術協力の分野でのプライオリティとして掲げ、政策の中枢にす

えてきた。すなわち、環境問題、そして生物多様性の保全と持続可能な利用はインドネシア政府

の優先課題であるとともに、グローバルイシューとしてドナー側の優先課題のひとつでもある。 

 

以上の背景のもと、インドネシア政府による天然資源・環境分野の開発、具体的には生物多様

性の潜在的可能性の調査や評価、生物多様性の保全と持続的利用に関する取組みを支援するため、

RCB に対し日本政府からの多額の無償資金協力が供与され、動物部、植物部、微生物部の研究施

設、研究機材、標本収蔵庫が供与された。これらの施設や機材は、単に、収蔵されている貴重な

標本を保存するのみならず、基礎研究を拡充し、インドネシア人研究者を育成し、生物多様性に

係る潜在的資源を近い将来にわたり、国民の財産として、また経済的な価値を有するものとして、

再発見するための研究手段として継続されなければならない。これが、RCB に対して国民から課

せられた委任事項であり、そのために活用されることが無償資金協力供与の目的でもある。 

 

今回計画されている技術協力プロジェクトの基本的なデザインのための考え方は、以下の達成

すべき成果に集約される。 
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1）施設の適切かつ有効的な活用 

無償資金協力で供与された動物部も含めた RCB 全体の研究施設及び機材、標本収蔵庫が活用され、

その結果、RCB に課せられた委任事項及び責任を果たすために役立てられるよう支援する。 

従来、無償資金協力で供与された施設や機材が、受け入れ機関の職員の業務達成能力不足や技術不

足、維持管理のための財源不足、受入国政府の政治的な混乱に伴う政策の変更等により、当初期待さ

れたように活用されず、さらに新たな施設や機材が供与されたにもかかわらず成果を上げることがで

きず、国民の生活向上に貢献することができなかった例がいくつかの開発途上国で残念ながら散見さ

れている。 

本プロジェクトの目的として、供与された施設や機材を活用して当初期待された成果を挙げること

を支援することが最も重要な目的として掲げられている。 

RCB には数多くの研究スタッフ及びテクニシャン、管理部門職員が在籍しており、植物部には、91

人の研究者が配置され、そのうち 29 人が博士号を 22 人が修士課程を修了し、40 人が学士号の取得者

である。微生物部でも 45 名の研究者のうち、8 人が博士号を 10 人が修士号を、27 人が学士号を有し

ている。この数字は、RCB の研究者は、日本やオーストラリア等で高い水準の修学をし、それぞれの

分野で研究者としての経歴を有する高学歴の優秀な人材から構成されていることを示している。 

しかしながら、高学歴であって優秀な研究者が、研究施設や機材を有効に活用し、管理し、維持、

オペレーションを行える優れた管理部門の責任者になりうるかについては議論があるところであろ

う。そのため、JICA は、技術協力活動として研究活動そのものを支援するのではなく、施設を有効に

適切に活用するための支援を行うこととしたものである。 

そのため、本プロジェクトは、従来 JICA が実施してきた開発課題を解決するために必要な特定の技

術を受け入れ機関の技術者に移転するプロジェクトや、開発課題を達成するために必要な開発計画を

作成することを支援するプロジェクトとは大きく異なる。一言で云うと、老朽化した施設から無償資

金協力で供与された充実した施設や機材を有する研究センターに移動することを機会に、RCB の活動

全体を活性化することを支援することが本プロジェクトの目的である。 

 

2）標本類の適切な管理と利用の促進 

RCB が保有し、世界的なレベルでの価値を有する標本類が、適切に保存管理されるとともに、RCB

の職員のみならずインドネシア国内及び世界の生物多様性に関する研究者および団体等に広く活用さ

れるようなシステムの開発を支援する。 

RCB の標本収蔵庫は、ボゴール植物標本館と呼ばれており、1817 年に当時の宗主国であったオラン

ダ政府の手によりボゴール植物園が開設された際に、当時のオランダ総督によって建設され、標本の

収集がオランダ人研究者によって行われ、1844 年に開所されたものといわれている。イギリス Kew 植

物園の世界的な植物標本館リストによれば、植物地理学上のマレッシア区（Malesia）（インドネシア、

マレーシア、シンガポール、ブルネイ、フィリピン、パプア・ニューギニア、タイ南部）地域の隠花

植物、シダ類、裸子植物、単子葉・双子葉植物の収集に限定しており、マレーシア区地域の特性を有

する植物標本館である。収蔵標本の数を世界的に比較するとフランス国立自然史博物館（8,877,300 点）

キュー植物標本館（6,000,000 点）ハーバード大学（4,858,000 点）、オランダ・ライデン大学（3,000,000

点）には及ばないものの、1,600,000 点を有する当該 RCB は、世界で 33 位と言われる。RCB に加え、

北京の中国アカデミー（1,800,000 点）及び東京大学（1,450,000 点）の 3 ヶ所の標本館以外は、すべて
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欧州及び米国の標本館であるが、RCB は、アジアの植物標本館として 1800 年代からの標本が収蔵され

ており世界的な価値を有するといわれている。 

しかしながら、ボゴール標本館の建物は、老朽化し、標本そのものも自然通気の下で保管されてお

り、保存状態があまり好ましいとは云えない条件の中に置かれていた。1994 年からは、世銀の GEF プ

ロジェクトで標本の修復がなされたが、修復された数は 26.5 万点と言われ、さらに 97.6 万点が修復を

要するとされている。 

数多くの標本がいまだ未整理のまま、同定されずに、種名等が付されずに保存されているため、標

本としての価値のない状態にある。 

植物標本の同定は、植物は種類があまりにも多く、複雑に分かれていることもあり、それぞれの植

物分野の分類の専門家が時間をかけて丁寧に観察し、実施する作業である。しかしながら、RCB の研

究者の中でも分類の専門家の数は限られており、同定できる植物の分野も限られていて RCB が設立さ

れて以来、何年もの時間をかけて絶え間ない努力が積み重ねられてきたとはいえ、未だに終了する目

途さえ立っていない状況にある。 

同定された植物標本は、タイプ標本、証拠標本、参照標本、イラスト標本等に分類されるが、特に、

タイプ標本は、ある種に学名を与えた際に学名の証拠及び分類の基準となるタイプの標本であって、

永久に保存することを義務付けられている貴重なものである。証拠標本は、種の同定、採取日時、場

所などを明らかにするための標本で、当該植物に関する研究成果が明らかになるまで保存されなけれ

ばならない。また、参照標本は、閲覧者に提供される標本である。 

このような標本は、すべてデータベースに登録される。現在、データベースは、RCB 内部にアクセ

スが限定されているため、RCB の研究者は活用することができるが、RCB 以外の研究施設や大学等の

研究者が外部からアクセスすることはできず、国外の研究者が利用することも不可能である。 

無償資金協力で建設された施設が多くの研究者に活用されることは、供与の際の最も重要な要件で

あったことに鑑み、RCB が世界の研究者に活用されるよう、外部からアクセス可能なインターネット

環境の整ったデータベースに改善することが求められている。さらには、実際に RCB を訪問する世界

の研究者に対し、資料やデータを提供できるようなシステムの構築を支援する業務は、プロジェクト

活動として重要と判断される。 

さらに、生物多様性に関する情報利用促進のための多国間協約による国際協力プログラムとして、

2001 年に発足した地球規模生物多様性情報機構（Global Biodiversity Information Forum）において、特

に標本データベースの構築、ネットワーク化が重点的に進められており、今後の RCB におけるデータ

ベース整備及び情報発信により、このような生物多様性保全に係る国際的な情報共有の取組みへの貢

献も期待されるところである。 

 

3）生物多様性保全に係る普及啓発活動の強化 

RCB の存在及びその研究活動・成果が RCB の訪問者を含むインドネシア国民に幅広く知らされ、イ

ンドネシアにおける生物多様性の保全に関する普及啓発活動が強化されるよう支援する。 

RCB は、ボゴール植物園とともに生物学研究機関として長い歴史を有するが、その存在や研究成果

については広く知られているとは云いがたい。基礎研究を実施する研究機関にとって、なかなか広く

その活動を知ってもらうことは難しく、研究機関の宿命ともいわれているが、いつまでもそのことに

「胡坐」をかいていることは許されない。 

ここ十数年、生物多様性の保全が広く叫ばれる一方、開発途上国で発見された生物資源が先進国に
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持ち出され、薬品原料等として商品化されることによる利潤が一部先進国に独占されているとの批判

が高まってもいる。こうしたなか、RCB における研究機能の強化、収蔵された貴重な標本類の管理体

制整備（材料移転契約（MTA）の策定を含む）によって、生物多様性条約に規定された「生物遺伝資

源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分」の促進にも寄与することが期待できる。また、世界

的に貴重な生態系を保全する国立公園、野生動物保護区、海中公園等の指定や管理強化の運動が高ま

る中で、生物多様性を対象とした研究は、生態系保全活動のための基盤となるものである。 

RCB においては、従来不十分であった、研究活動の重要性を訴え、研究成果を広く公表し、生物多

様性の確保に関する普及啓発活動を強化することが求められている。また、ドナーの視点からも、日

本政府がインドネシアの生物多様性保全の活動に貢献したことを広くインドネシア国民に知ってもら

うことは、JICA のみならず広く日本人として期待するものでもある。 

よって、RCB の存在のみならず、その研究成果を広く知ってもらうための普及啓発活動を支援する

こととしたものである。 

 

 

３－２ プロジェクトフレームワーク 

 

（１） プロジェクト目標、成果、活動 

これら３つの成果を達成することによりプロジェクトとしては、生物多様性保全に係る RCB と

外部の研究機関等とのネットワーク構築が推進され、さらに、RCB の調査研究及び標本管理とい

った施設運営のためのマネジメントが強化されることを目的としている。 

 

（２） 成果を達成するために必要なプロジェクト活動 

2 年間のプロジェクト期間終了時までに、RCB は以下に述べる 3 点を達成し、JICA によって派

遣されるプロジェクト・チームは、RCB による達成の過程を支援することとなる。 

 

1） 無償資金協力で供与された RCB 全体の研究施設及び機材、標本収蔵庫が活用され、その

結果、RCB に課せられた委任事項及びその責任が達成される 

2） 世界的なレベルでの価値を有する標本類が、RCB の職員のみならずインドネシア国内の

研究者及び世界の生物多様性の研究者に活用されるためのシステムを開発する 

3） RCB の存在及びその研究活動・成果がインドネシア国民に幅広く知らされ、インドネシ

アにおける生物多様性の保全に関する普及啓発活動が強化される 

 

 

JICA プロジェクト・チームが支援し、RCB が実施する技プロ活動は以下の通りである。 

1-1 研究活動、施設及び機材の運用、維持、管理及び活用ならびに財源の確保等の観点からの

RCB 管理政策の改善 

1-2 機材の修理、更新、補充、スペア・パーツ、化学品、その他消耗品等を含む施設・機材の維

持管理手続き規則の開発 

1-3 実験室から出る有害廃棄物の処理 
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1-4 新たに導入された施設や機材を適正に使用し、研究目的を達成するためのトレーニングを行

う 

2-1 MTA を含む標本の収集管理規則やその技術的なガイドラインを作成する 

2-2 収集標本の修復、復元、整理目的の器具や資器材購入の支援 

2-3 研究所間の協力プログラムやジョイント・プログラムの開発支援 

2-4 標本に関するデータベースの改善支援 

3-1 RCB の情報センターにおける展示を含む教育、啓発プログラムの開発や教材の開発を行う 

注）協議において、活動 1 については RCB の新センター（植物部・微生物部）をターゲットに、

活動 2・3 については、これに加え動物部もある程度含めた形での活動を行なうことで RCB 側と

共通認識を得ている。 

 

また、これらの活動に係る補足説明は以下のとおりである。 

1-1 研究活動、施設

及び機材の運用、維

持、管理及び活用な

らびに財源の確保

等 の 観 点 か ら の

RCB 管理政策の改

善 

 

RCB の研究施設や標本館は、ボゴールにあったが、無償資金協力による

施設の供与に際し、チビノンに移転された。旧来の老朽化した施設に比較

すると、研究のための施設は大幅に拡充、改善され、老朽化して使えなか

った機材が新たに更新され、従来は所有していなかった最新鋭の機材も追

加導入され、標本館の収蔵施設も一新された。 

 

この新たな施設や機材の導入によって、従来行われていた研究活動は、一

歩前進し、一ランク上の研究へと移行することが可能となった。 

 

また、数多くの機材が導入され、機材そのものの維持管理、スペア・パー

ツの管理や補充、化学品その他の消耗品の管理や補充等、新たな施設全体

の管理体制の見直しや、これらの機材の使用に伴う研究活動に不可欠の財

源の確保が、重要な課題となってきた。 

 

施設全体の管理運営の方針そのものは従来と大きく変わるものではない

が、新たな研究テーマの開発に伴う研究活動のあり方の検討や維持管理運

営のための財源の確保等従来にはなかった新たな課題にどのように対応す

べきかを検討することが必要となる。この検討に際し、日本において生物

多様性に関する研究を中心とした機関の管理業務、研究計画の作成、その

実行体制の構築等に経験を有する専門家が、RCB の管理部門や研究部門の

責任者に対し、有益な提言を行うことがプロジェクト活動であり、その結

果、今後の研究体制の方針にかかる政策方針案が成果として作成され、実

行される。 

1-2 機材の修理、更

新、補充、スペア・

パーツ、化学品、そ

の他消耗品等を含

む施設・機材の維持

RCB の植物部及び微生物部に対しては、無償資金協力の結果、数多くの研

究用機材及び発表用のオーディオ・ヴィジュアル機器、コンピュータ等が

供与された。これらの機材は、従来使用していた機材の老朽化に伴い更新

するもの、実験室の数や面積が拡大されたためにそれぞれの部屋に備える

ことが必要となって追加されたもの、従来は所有していなかったが、より
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管理手続き規則の

開発 

高度な研究を行うために新たに導入されたもの等が含まれる。特に、生化

学研究グループに対しては、非常に高度な分析機器が供与されたが、高度

かつ機器そのものが高額であるため、維持管理及びオペレーション等に化

学薬品や消耗品を必要とするもの等は、植物部及び微生物部が共用で使用

することとされた。 

 

また、機器の多くは、永久的には使用できず、使用頻度が高い場合には耐

用年数に限度が生じる。また、機材によっては使用せずに放置されると使

用する際にメンテナンスのプロによる調整作業が必要となる場合や耐用年

数が短くなることもある。 

 

従来、RCB では、研究グループごとに各種の機材の維持管理が行われてき

た経緯があるため、共用機材として異なった研究グループが使用すること

となると、故障やスペア・パーツ及び消耗品の確保に関し無責任な管理体

制が生まれる恐れがある。そのためにきちんとした維持管理体制を構築す

ることが必要となり、使用する際の手続き規則等も完備しておくことが重

要となる。 

 

機材の維持管理に関し、適切な規則や管理制度を構築することが無償資金

で供与した機材を適正に活用するために不可欠であるため、当該分野での

支援を行うこととする。 

1-3 実験室から出

る有害廃棄物の処

理 

 

 化学実験、特に微量分析に際しては、重金属その他の化学物質が使用さ

れることになるが、これらの有害物質が、下水溝や環境中に排出されると

土壌汚染、水質汚濁等の環境汚染を起こす恐れがある。そのため、各種実

験室で使用される有害廃棄物については実験室から屋外に排出されないよ

う適切に収集し、無害化するための処理を行わなければならない。また、

強酸性や強アルカリ性の排水が生じた場合には、中和して、処分しなけれ

ばならない。 

 

RCB のすべての実験室で使用される化学薬品をリスト・アップし、どの分

析機器でどのように使用され、どのような形で有害物質が排出されるかを

詳細に調査する。さらに、廃棄物が実験室の水道排水管を通じて屋外に排

出されることがないよう有害廃棄物となる化学物質の取り扱いマニュアル

を作成するとともに、その処理のための機材の導入を早急に行うことが不

可欠である。 

 

この実験室から出る有害廃棄物の適切な収集、処理、処分について経験を

有する専門家を派遣し、RCB の研究者を指導することが必要となる。 

1-4 新たに導入さ

れた施設や機材を

RCB がチビノンに移設された際に新たに無償資金協力によって数多くの機

材が導入されたが、その中には施設がボゴールにあった当時にはなく、新
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適切に使用し、研究

目的を達成するた

めのトレーニング

を行う 

 

たに導入されたものや、老朽化のため新たに最新式の機材が導入されたも

の等がある。 

 

これらの分析機材を使用する研究者を対象に、それぞれの研究者が研究目

的を達成するためにどのように機材が活用できるかについて指導を行うと

ともに、機材そのもののオペレーションについて研修を行うものとする。

2-1 MTA を含む標

本の収集管理規則

やその技術的なガ

イドラインを作成

する 

 

旧オランダ時代からの貴重な植物標本について、移転前のボゴール植物標

本館においては自然換気下で保管されてきたため、よい保存状態であると

はいえない。新たな施設には空調設備が導入され、温度・湿度を調整して

より良い環境下で保管することが可能になった。 

 

また、今後、数多くの未整理標本を適切に整理、作成し、保管する作業を

継続して実施しなければならないが、標本として作成する手法も時代の流

れとともに変化し、日本製のテープを使用して作成が行われるように変更

された。 

 

これらの標本の管理手法や標本の作成手法、技術ガイドライン等について

は、文書として明確化し、いつでも職員が確認できるよう整備する必要が

ある。この作業の支援をプロジェクト活動として行うこととする。 

2-2 収集標本の修

復、復元、整理目的

の道具や資器材購

入の支援 

 

標本の保管については、標本そのものが脆弱であり、容易に破損、劣化の

恐れがあるため、常に標本の修復や復元を行うための器具や資器材を確保

しておかなければならない。 

 

そのための器具や資器材は、特殊なものであり、インドネシア国内で入手

できるものは少なく、先進国の博物館、標本館等で使用されているものを

入手する必要がある。 

 

従来から、JICA が派遣した日本人専門家がその入手につき支援をしていた

経緯もあり、引き続き支援を行うこととする。 

2-3 研究所間の協

力プログラムやジ

ョイント・プログラ

ムの開発支援 

 

ボゴールにあった標本館は、オランダ統治時代に開館されたことからオラ

ンダ人生物学者との交流の歴史は深く、さらに、イギリスのキュー植物園

やアメリカのスミソニアン研究所との交流を図っていたこともあった。 

 

RCB にはオーストラリアや日本の大学で Ph.D を取得した研究員が多くい

ることもあり、従来からオーストラリアや日本の大学や研究機関との交流

もあった。しかし、その交流は、研究者としての交流であって、研究機関

同士の交流に発展していないものもあり、将来を見据えて、研究機関同士

の研究協力に発展させることによって、RCB の研究活動が世界的なレベル

に近づき、さらに交流の強化によって熱帯・亜熱帯の植物学研究で世界に

貢献できる研究機関となることが期待される。 
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2-4 標本に関する

データベースの改

善支援 

 

オランダ統治時代からの貴重な標本に係る情報については、データベース

に登録され、RCB 内部の研究者はそのデータにアクセスできる。 

 

しかしながら、データベースの整備状況は分類群によって差がある上、現

時点では外部からのアクセスができない状態にある。RCB の標本データは

RCB 内部やインドネシア国内のみならず世界の研究者にできるだけ公開さ

れ、有効に活用されることが重要であるため、この標本データベースに外

部の研究者がアクセスし情報共有できるよう、データベースの整備・改善

等について再検討することが求められる。 

 

このため、IT 及びデータベースに係る専門家を派遣し、データベースの整

備・利用の促進、特に外部研究者からのアクセスを可能にするための方策

の検討等について支援を行う。 

3-1 RCB の情報セ

ンターにおける展

示を含む教育、啓発

プログラムの開発

や教材の開発を行

う 

 

無償資金協力によって建設された RCB の建物の入り口ロビーに隣接して

「情報センター」と呼ばれる広い展示スペースと大きなテーブルといすの

置かれた部屋がある。 

 

この情報センターは、RCB の活動や研究成果を訪問者に紹介するスペース

として設置されたものである。従来 RCB にはなかったスペースであり、こ

こを拠点として新たに RCB の活動を的確に紹介し、生物多様性の重要性や

インドネシアの生物多様性の特徴を展示するなどしてRCBを訪問する小中

学校生徒に対し環境教育を普及する目的も果たすよう計画されるべきであ

ろう。 

 

このような展示には、展示の技術が活用されねばならないが、植物や微生

物学の研究者にとっては経験のない分野であり本プロジェクトの支援活動

として情報センターの活用手法の検討を行うものとする。また、RCB ホー

ムページの改善、各種の啓発プログラム・教材といったツールの開発等を

通じ、広く RCB の活動について普及啓発を促進するための手法・方策につ

いて支援を行うことが必要である。 

 

なお、RCBにおいて環境教育に関する活動も計画されていたが、いまだRCB

の組織の中に環境教育を担当する部局が設置されていないこともあり、当

初の本プロジェクト活動には環境教育を盛り込まないこととする。 

 

（３） プロジェクトの工程計画(案)   

 プロジェクトの工程計画（案）は別添５のとおりであるが、プロジェクトチーフアドバイザー

が赴任してから最終的に決定する必要がある。 
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３－３ プロジェクト・チームと日本側投入について 

 

（１）プロジェクト・チームの果たすべき業務 

JICA 技術協力プロジェクト・チームの果たすべき業務は、3-2(2)に掲げた 3 つの目的を実施す

ることである。以上のプロジェクト目標を達成するためのプロジェクトの活動が以下に示されて

いるが、プロジェクト・チームはその活動を推進することが与えられた業務である。 

そのため、本プロジェクト・チームの業務は、従来の JICA プロジェクトのように技術を移転す

ること、開発計画の作成を支援することを目的としたプロジェクトではなく、RCB の組織そのも

の及び活動そのものを活性化することを支援することである。 

 

（２）プロジェクト・チームの構成 

チームは、以下の 3 名よりなり、この 3 名はいわゆる長期専門家であって、プロジェクトが実 

施される 2 年間（2007 年 2 月～2009 年 3 月）、継続して長期で派遣される。 

また、長期専門家のほかに、短期専門家として平均 2 ヶ月間派遣される専門家が 6 名予定され 

ており、無償資金協力で導入された新機材を活用した新たな調査研究活動推進のための専門家、

標本データベースネットワーク化等の指導科目が想定されているが、実際の専門家の派遣内容に

関しては、３－２に示したプロジェクトフレームワークに基づきプロジェクト開始後に RCB 側と

調整していくことが必要である。 

・チーフアドバイザー 

・調査研究連携促進 

・普及啓発/教育・業務調整 

 

 体制の特徴としては、チーフアドバイザーの指揮命令の下に 2 名の専門家が入るのではなく、

個々の 3 名の専門家がそれぞれの成果達成のための活動を他専門家と連携しつつ独立して実施し、

全体的な取り纏めをチーフアドバイザーが行う下図のイメージを持つことである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チーフアドバイザー

調査研究連携促進 普及啓発/教育・ 

業務調整 

主に成果１とマネジメント 

主に成果２ 主に成果３ 

短期専門家 
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なお、長期専門家の投入時期については普及啓発/教育・業務調整が 2007 年 3 月の予定である

が、2007 年 6 月頃に新センターの開所式をユドヨノ大統領を招聘して実施する事が予定されてお

り、同式典にはプロジェクト・チームとしての協力支援が必要となると思われることから、それ

以外の 2 名の専門家の赴任は未定であるが、可能な限り早期が望ましい。 

 

（３）プロジェクト専門家に求められる役割と資質 

技術協力は、技術協力を実施するために不可欠の資質を備えた専門家が派遣された場合には、

そのプロジェクトは受入機関に多大のインパクトを与えることができ、成功することとなるが、

専門家として必要な資質にかける専門家が派遣された場合にはプロジェクトが失敗に終わること

は当然のことである。 

本プロジェクトでは、派遣される各専門家が、それぞれの専門性及び知識経験を活かしつつ、

優れた人材を多数擁する RCB において、自発的・自立的な研究活動を促すことが求められている。

このため、RCB センター長以下各研究者との密接なコミュニケーションを維持し、研究者の弱点

や課題を対話の中から把握し、信頼関係を構築することによって相手に何らかのインパクトを与

え、研究に対する姿勢・意欲をより高いものとするよう支援が肝要である。それがなされれば、

受入機関から多大の感謝の意が表されることとなる。 

そのためには、自分から積極的に相手に話しかけ、自分の知識経験を共有し、相手研究者と対

等に議論するための下地を構築する態度が最も重要であって、笑顔を絶やさないフレンドリーな

態度がその決め手になることを認識せねばならない。 

 

また、3 名の長期専門家に求められる個別の役割と資質については以下のとおりである。 

指導科目 必要となる役割と資質 必要条件 

チーフア

ドバイザ

ー 

① プロジェクト・チームを代表し、プロジェクトの基本デザ

インの考え方を十分に考慮し、その活動をフィールドで実

践し、その目標を達成することが、チーフ・アドバイザー

の業務である。この業務を達成することによって RCB 及

び JICA に対する責任を果たすことが求められる。 

② チームとしての成果を挙げることため、チームの長期及び

短期派遣のメンバーの全体調整を行なう。 

③ これらの役割を十全に果たすためには、直接のカウンター

パートである RCB センター長及びプロジェクトマネージ

ャーとの密接なコミュニケーションにより、プロジェクト

の進展状況について概要を把握し、それを踏まえ適切な対

応策を検討、実施することが必要である。 

④ また、生物多様性保全に係る行政・研究上のニーズや国際

的動向等に関する広範な知見とともに、博物館など生物多

様性保全に関連する組織や施設の管理・運営に係る知識経

験を有していることが望ましい。 

⑤ RCB の組織そのもの及び活動そのものを活性化すること

・生物多様性保全に

係る行政経験 

 

･標本館等の組織及

び施設のマネジメン

トに係る経験 

 

・英語（B レベル）
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を支援するような技術協力活動は、どのような支援が行わ

れたそれがどのような成果を生み出したかを外部から検

証することが非常に難しい。支援活動が、誰に対してどの

ような手法で行われ、その結果どのような成果が生み出さ

れたかを的確に記録しておくこと自体が JICA にとって重

要で貴重な財産である。よって、プロジェクトの活動に関

する記録を残すことも、チーフ・アドバイザーの重要な業

務である。 

調査研究

連携促進 

① 研究機関間の協力活動を推進し、標本保全の幅広い活動支

援を担当する長期専門家は、チーフ・アドバイザーとの密

接な連携のもと業務の分担を行い、業務を達成することが

求められる。 

② カウンターパートである RCB 研究者に対し、従来の研究

活動から一歩抜け出してより高度な研究を効率的、効果的

に実施するために必要な何らかのインパクトを与えるこ

とが期待される。 

③ また、RCB の研究者との密接なコミュニケーションのも

とに、日本を含む諸外国の大学や博物館、民間企業等の研

究機関、国際機関等さまざまな組織との協力連携の可能性

について幅広に模索し、協力体制を構築していくための支

援が求められている。 

④ このため、本専門家には、国内外の生物多様性、特に生物

標本やその利活用に係る調査研究活動、またこれらの調査

研究に関する国際的ネットワークや人脈について知見を

有するとともに、それらを十分に活用して、RCB とこれ

らの調査研究機関や研究者等との連携を促進し、RCB に

おける調査研究活動を活性化するための媒介としての役

割を果たすことが必要である。 

・国内外の生物多様

性の保全及び利用

（特に植物、微生物、

動物の標本類）に 

係る調査研究活動を

促進するための国際

的ネットワーク、人

脈を有している 

 

・生物多様性の保全

及び利用に係る学術

的調査研究に係る知

識経験 

 

・英語（B レベル）

普及啓発 /

教育・業務

調整 

① 普及啓発及び業務調整を担当する専門家については、他

の長期専門家との密接な連携のもと、RCB の普及啓発活

動に係る支援を行うとともに、本プロジェクトに関連す

る機関との連絡調整、予算管理、広報活動はじめ、プロ

ジェクトの円滑な運営管理に関する業務を担当する。 

② このため、本専門家には、JICA プロジェクトに係る業務

調整の実務経験のほか、カウンターパート関係者との円

滑なコミュニケーションを行うための語学能力が求めら

れる。 

 

・JICA プロジェクト

の経験（業務調整）

 

・インドネシア語（A

レベル）、英語（B レ

ベル） 
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（４）本邦研修 

 本邦研修については、2 年間で 6 名程度を想定しているが、新センター（微生物部・植物部）

に導入された新たな研究機器を有効に活用し、新たな調査研究活動を支援するためのものに限定

する。また、対象研修員も、いわゆる新人教育のための研修ではなく、本邦での研修成果を RCB

内で普及教育することのできる立場の中堅職員を想定している。 

 研修項目については、プロジェクト開始後に内容、対応可能性を含めて詳細に詰める必要があ

る。 

（５）資機材 

 既に無償資金協力により一通りの資機材が導入されているため、（先方より追加的にリクエスト

されることも想定されるものの）新たに調査研究機材を導入する必要はない。RCB との協議をふ

まえ、現時点で供与する資機材については、以下のようなものが想定されているが、詳細につい

てはプロジェクト開始後にインドネシア側および JICA 事務所と協議の上決定していく必要があ

る。 

・ 標本管理に必要な小額資機材 

・ 無償資金協力で導入された調査研究活動用機器のスペアパーツ、試薬、消耗品等 

・ 水質ろ過（井戸水からの前処理）のための小額機材（家庭用ろ過機同等品） 

・ その他施設維持管理に必要となる小額資機材 

 

３－４ プロジェクト C/P について 

 

PDM において本プロジェクトの C/P は RCB としているが、先方との協議を通じて本プロジェ

クトフレームワークにおける主たる C/P は無償資金協力で建設された生物多様性保全センター

（RCB）のうち植物部・微生物部という点で共通認識を得ているところである。 

一方、RCB 動物部は同じく我が国の支援により施設が建設され技術支援を行ってきたものであ

り、本センターに隣接する敷地に存在する。LIPI としては RCB の３部が全体として一体的な生物

多様性保全のための研究機能を強化することを目指してチビノンに施設を集約したのであって、

現在は植物部・微生物部のみならず動物部を含めた RCB としての体制の強化が求められている。 

こうした背景の中で、我が国としてはインドネシアの生物多様性に係る技術協力の総合的な枠

組みの観点からも、RCB 全体に対して支援を行うことが望ましいと考えられる。 

従って、具体的な活動の中では、主に成果２・３に係る活動において、プロジェクトが RCB 動

物部に対しても必要に応じて一定の技術支援を行うという点で RCB 側と合意を得ているところ

である。 

 なお、このような枠組みについては、前プロジェクトにおいても同様であった。当時の RCB 動

物部の無償資金協力による施設建設後に実施した生物多様性保全プロジェクト（BCP）において

も、対象を動物部に限定せず RCB(及び PHKA)としてきたところであり、RCB 側もこの点は十分

JIAC プロジェクトの趣旨及び手法を理解していると思われる。 

 

３－５ 実施体制 

 プロジェクト・チームは、RCB 所長の Dr.Dedy 氏を Project Director としているが、Project Manager

については、プロジェクト開始までに RCB の中で決定することとなっている。 
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また、プロジェクトの管理体制は、以下のとおり JICA インドネシア事務所が主管部門として担

当することとなるが、我が国において、我が国の協力環境保全プログラム自然環境保全サブプロ

グラム（生物多様性保全）に関する調整、助言、プロジェクト間の連携促進を担っている生物多

様性保全アドバイザーの助言・側面支援のもと、プロジェクトの実施運営管理を行うものとする。 

 また、プロジェクト終了後に我が国をはじめとする機関と RCB とが継続的な研究協力等の連携

体制を構築していくためにも、プロジェクト期間を通じて我が国研究機関からの技術的サポート

を得られるための国内支援体制が必要と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JICA インドネシア JICA 本部 

プロジェクト 
生物多様性保全 
アドバイザー 

プロジェクトチーム 

RCB 

国内支援 
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別添２ 主要面談者リスト 

 

1) LIPI 本省 

Dr. Endang Sukara, Deputy Chairman for Life Sciences 

Dr. Neny 

Dr. Ir. Fatimah Z.S. Padmadinata, Head, Center for Standardization 

Ms. Nur Tri Aries S., Head, Division for Cooperation, Bureau for Cooperation and Promotion of 

Science and Technology 

 

2) BAPPENAS 

Dr. Ceppie Sumadilage, Director, Bilateral Foreign Cooperation  

Dr. Agus Prabowa, Director, Environmental Affairs:  

 

3) RCB 

Dr. Dedy Darnaedi, Director, RCB 

Mr. Ahmad Jauhar Arief, Msc. Head of Monitoring and Planning Section 

Dr. Mulyadi, Head of Zoology Division 

Dr. Eko B. Walujo, Head of Botany Division 

Dr. Heddy Julistiono, Head of Microbiology Division 

Mr. Uway W. Mahyar, Head of Research Facility Maintenance Section 

Dr. Djunijanti Peggie, Researcher, Zoology  

Dr. Joeni S. Rahajoe, Researcher, Botany  

Dr. Titik Rugayah, Researcher, Botany  

Dr. Witjaksono, Researcher, Botany 

Dr. Sarjiya Antonius, Researcher, Microbiology  

Mr. Arwan Sugiharto, Researcher, Microbiology  

Mr. Atit Kanti.Msc. Researcher, Microbiology 

 

4) 在インドネシア日本大使館 

川口大二 書記官 

 

5) JICA インドネシア事務所 

花里信彦 次長 

岩井伸夫 職員（事前調査団員） 

 

6) JICA 専門家 

秀田智彦 インドネシア林業省生物多様性保全政策アドバイザー 
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別添３ 面談記録 

 

日時 2006 年 12 月 11 日 13:15-14:30 

場所 木更津 

相手先 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 (National Institute of Technology and Evaluation: NITE) 

面談者 バイオテクノロジー本部生物遺伝資源開発部門 資源開発課課長 安藤 勝彦 

同課 主任 塩谷 俊 

同課 主査 須藤 学 

記録者 インテムコンサルティング株式会社 土居 正典 

面談内容 

 

 

 

NITE が実施している LIPI との共同研究の内容につき、以下聴取した。 

1. NITE では 2003 年よりインドネシア技術評価応用庁（BBBP）と生物遺伝資源の保全と持

続的利用についての包括的覚書（MOU）を結び、共同研究を行ってきた。その成果を受

けて、今回 MOU の相手先をインドネシア研究技術省（RISTEK）として 3 年間延長する

こととした（2006 年 3 月 9 日より）。RISTEK と NITE で締結した MOU のタイトルは、

Joint Research Program on Conservation and Sustainable Use of Microbial Resources である。 

注）当初 MOU の相手方を BBBP としたのは BBBP の長官が RISTEK の大臣であった

という経緯がある。 

2. この MOU に基づき、Project Agreement（PA）が結ばれているが、PA の署名者は当初も

延長時も実施機関となる LIPI の長官である。LIPI と NITE で締結している PA のタイト

ルは、Joint Research Project on Taxonomic and Ecological Studies of Fungi and Actinomycetes 

in Indonesia and Japan（インドネシアおよび日本におけるカビと放線菌に関する分類学的、

生態的研究）、である。 

3. より具体的な C/P 機関はチビノンのバイオテクノロジーセンター（LIPI の生物科学部門

で組織図上 RCB と同列）。窓口（チーフカウンターパート？）は Dr. Yantyati Widyastuti。

なお、Dr. Yantyati は JICA 生物多様性保全センター建設時の RCB 微生物部部長であった

（兼務していた可能性がある）。 

4. プロジェクトの対象は微生物に限定される。NITE としての大きな目標は多様性に富むイ

ンドネシアにおける有用微生物の探索とわが国の国益に合致した利用である。具体的に

は、微生物を現地で分離し、海外移動許可証を取得して正式に日本に持ち帰り、NITE の

保管センターで研究を進めるとともに、日本企業に有償配布している。なお、日本企業

から得られる収益の一部はインドネシアに還元している。 

5. NITE の研究者は年 2 回 3-4 人で現地に出張し、微生物の分離、同定、保管などについて

指導している。また、C/P をこれまで 15 名受け入れて NITE の施設で研修した（ひとり

2-3 ヶ月程度）。 

6. LIPI との共同研究プロジェクトは実施面において大きな問題はないが、次の点が指摘で

きる。 

1) 免税措置に時間がかかる（1-2 ヶ月程度）。 

2) Joint Project Committee などプロジェクト管理にかかる費用負担が発生する。 

3) バイオテクノロジーセンターには DNA シーケンサーがない。また、試薬が高い。 

注）RCB の動物部門に無償で入れたシーケンサーがあり、これを活用するか、ある
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いは日本に持ち帰ったのち分析するかのいずれかである。 

7. 新種の発表などプロジェクトの成果報告書を近々公表する予定。 

8. インドネシアのプロジェクトがうまく軌道に乗ったので、NITE ではベトナム、ミャンマ

ー、モンゴルでも同様の枠組みで微生物の遺伝子資源の開発に着手している。 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 13 日 17:30-19:00 

場所 JICA インドネシア 

相手先 独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE） 

面談者 (NITE) 

奥田バイオテクノロジー本部長 

橋村バイオテクノロジー本部計画課長 

安藤バイオテクノロジー本部資源開発課長 

塩谷               同主任 

(当方) 

調査団（大田団長、岩井） 

秀田生物多様性保全アドバイザー 

記録者 JICA インドネシア 岩井 

面談内容 

 

 

 

 独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）が微生物に係る協働研究内容について確認す

るため、土居団員に日本側でコンタクトをしてもらっていたところ、同機構ミッションがイ

ンドネシア訪問予定との情報を得て、急遽意見交換の場を持つこととした。 

 冒頭 NITE の設立経緯などの説明があり、その後当方より本プロジェクトの経緯、目的等

の説明及び意見交換を行なった。NITE は微生物研究において最先端の研究を行なっており、

本プロジェクトにおける微生物関連の施設管理においても有数の支援組織となりうると思

われる。最終的には今後とも意見交換、情報共有を促進することとなった。主な内容以下の

とおり。 

・ 2003 年から東南アジアにおいて微生物探索プロジェクトを開始することとなった。背景

としては1993年の生物多様性保全条約以降、海外の資源にアクセスしづらい状況となり、

製薬会社等の本邦企業が利用しやすい場を提供することが目的として実施している。 

・ 2003 年から 3 年間ということで LIPI のバイオテクノロジーセンターを C/P としてプロジ

ェクトを実施している（C/P は Dr. Hedi Yulistyo。その他 RCB 微生物部職員も参加してい

る）。LIPI の Botanical garden においてサンプル採取し、バイオテクノロジーセンターで

分類、微生物インベントリー作成、新種発見の作業を行っている。これまで 5000 株程分

類作業を実施してきた。 

・ 今年度で第１フェーズは終了し、次年度よりより第二フェーズを実施予定。 

・ カルチャーコレクションのための施設がインドネシアにはなく、こうした施設設置はイ

ンドネシアにとっても重要であると思われる。タイなどではコレクションのための施設

を有しており、周辺国の研究者のトレーニングなども実施している。将来的にはインド

ネシアにもこのような役割を期待したい。 
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・ 特に保存施設が最重要であり、乾燥、冷凍などタイプによって保存のための必要スペー

スは変わってくるが、RCB の新施設が微生物研究にとっても重要な施設であると思われ

るので、明日午後にでも視察し、研究者の視点からコメントしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 18 日 09:00-10:00 

場所 JICA インドネシア 

相手先 JICA インドネシア 

面談者 花里 JICA インドネシア事務所次長 

調査団（４名） 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

 事前調査に係るスケジュール確認及び方針の打合せを行なった。主な議論は以下のとお

り。 

 

・ プロジェクトの目的は無償で供与した施設がうまく使われること。研究協力は行なわな

い。今回の事前調査で確認すべき事項は主に４点。（調査団） 

① ボゴールからチビノンに施設が移動することにより、RCB として新たな研究活動

を行なうのか、体制はどう変化するのか？それとも既存のままであるのか？ 

② 標本情報等外部アクセスの強化をどう考えているのか？ 

③ 環境教育活動を行なうのかどうか、それとも普及広報なのか？ 

NITE 塩谷氏からのコメント(メール抜粋) 

１． 微生物を長期安定的に保存するには、主に３つの方法がある。これらは-80 度の冷凍

庫（棺桶のようなものです）必要ですか？で保存する。干物（からからにする）にし

て保存する。液体窒素で保存する。LIPI の施設では-80 度の冷凍庫と干物をつくるた

めの装置が少なく、保存する微生物が増加した場合に対応できない状況が予想され

る。また、その干物を保管するスペースがない。しかし幸いなことに干物は５度程度

の部屋で長期保存できるので、標本庫の一画にキャビネットを設置すればスペースの

問題を解決できると思われる。一方で冷凍庫の少なさは問題である（そもそも置くス

ペースがあまりない）。微生物の標本庫としては保存スペースが少ないという印象。 

２． 肝心の実験スペースが余り多くない。扉が木製であり、もし中で誰か倒れていても全

く気づかず大変なことになる。 

３． 実験室に大きな流し台がなく、ガラス器具等を洗浄したのち乾かしておくところがな

い。 

４． 微生物の実験をするための設備は一通り揃っているが、微生物を観察するための顕微

鏡が少ない。微生物の種類によっては致命的。発酵培養装置があるが、基礎研究では

余り使用しないと思われる。 
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④ 無償で導入された研究機器をどう活用していくのか、また利用に際して課題はある

のかどうか？ 

・ 国内外との連携（研究協力）を上手くサポートする体制を構築するのが本プロジェクト

の目的の一つとなる。プロジェクト期間は 2 年であるが、プロジェクト終了後に、事務

所主導による草の根技術協力事業の実施など、JICA 内外のスキーム活用も積極的に検討

していきたい。（花里次長） 

・ 土居団員による補足調査 TOR はプロジェクトの実施をサポートするような LIPI の組織、

人材、予算の裏づけなど。 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 18 日 10:30-11:00 

場所 大使館 

相手先 大使館川口書記官 

面談者 大使館川口書記官 

調査団（４名） 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

 大使館担当書記官を表敬し、冒頭事前調査の方針説明を行なった。 

・ 無償施設の有効活動。小規模で 2 年間やる程度であり、大きな協力や時間がかかり成果

がみえにくい研究協力は入らない。新しい施設で何が必要か、何を日本に対して期待し

ているか調査する。 

・ 他の機関にも活用できる制度を作る。この場合支援できる部分は何か。共同研究のリン

ケージを JICA としてサポートすることは可能。施設の公開とか、キュー植物園、ライデ

ン博物館との連携サポートなど、研究環境の整備。 

 

これら当方の基本的方針について大使館として異論はなく、その他の主な議論は以下のとお

り。 

 

・ 参議院議員 ODA 調査団より、新センターの維持管理予算についての照会があった。施設

運営経費は先方負担であるが、これに係るマネジメントのノウハウを２年間で上手く伝

えていく必要がある。（川口書記官） 

・ JICA が仲人役というのも良いが、システム作りを支援して欲しい。ODA もあるが民間

からの委託研究（例えば NITE）について門戸を開くというようなシステム作り。これは

日本にとってもメリットがある。最近日本の製薬会社が財政状況を理由にインドネシア

から撤退したが、遺伝資源の観点からまだまだ興味がある国である。施設・機材の維持

管理体制について、国会議員のミッションは必ずしも納得していなかったようであり、

この点をサポートできる目途をつけて欲しい。（川口書記官） 

・ 大統領を招聘した新センター開所式を 6 月頃予定しているとの情報がある。この準備も

踏まえるとプロジェクトは少なくとも年度内立上げが望ましい。（川口書記官） 

・ 本プロジェクトは今年度実施を考えている。リーダーは人選の都合から 6-7 月派遣とな
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るが、業務調整とあと一名は公募して、開所式（5 月予定）前、可能であれば年度末もし

くは 4 月早々から派遣したい。（岩井） 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 18 日 13:30-14:00 

場所 BAPPENAS 

相手先 BAPPENAS 

面談者 Dr. Ceppie Sumadilage, Director, Bilateral Foreign Cooperation  

Dr. Agus Prabowa, Director, Environmental Affairs: 

調査団（４名） 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

BAPPENAS 担当部局を表敬し、冒頭事前調査の方針説明を行なった。先方からは特段コ

メントはなく、新センターの有効活用に係る支援を行なうことで双方の見解一致。 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 18 日 15:00-16:00 

場所 LIPI 本部 

相手先 LIPI 生命科学局 

面談者 （LIPI） 

Dr. Endang Sukara, Deputy Chairman for Life Sciences 

Dr. Neny 

Dr. Ir. Fatimah Z.S. Padmadinata, Head, Center for Standardization 

Ms. Nur Tri Aries S., Head, Division for Cooperation, Bureau for Cooperation and Promotion of 

Science and Technology 

Dr. Dedy Darnaedi, Director, RCB 

（当方） 

調査団（４名） 

Ms. RIKA JICA インドネシア事務所 PO 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

冒頭事前調査の方針説明を行なった。当方調査方針について特段コメントはなく、詳細な

協議は翌日から RCB スタッフとともに実施することとなった。 

LIPI としても、これまでの我が国からの協力による「動物標本館」支援の無償資金協力及

び技プロが非常に上手く運営されていることから、同様の成果を期待したいとの意見があっ

た。本プロジェクトに期待する役割としては国内外の様々な研究機関との連携促進及び同セ

ンターの有効活用であるという点で一致した。 

その他主な議論は以下のとおり。 

・ チビノンの新センターの建設をふまえ、LIPI では生物多様性保全に係る機能の強化を図
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っていきたい。GBIF の管轄機関として、データベースの公開等を強化していきたい。

（Dr.Neny は GTI（Global Taxonomy Initiative）のコンタクトパーソン、Dr. Sukara は GBIF

のインドネシア代表） 

・ 日本との研究協力では、独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE）、広島大学等と行

っている。特に NITE と行なっている微生物研究においては採取種の数十%の割合で新種

が発見されるなど目覚しい研究成果を挙げている。また、来年 11 月 NITE と共同でアジ

ア微生物保全のシンポジウムを行う計画であり、インドネシアがホストを務める予定。

・ LIPI は省庁と異なり、大統領直属の機関である。こうした点をふまえ前大統領の時代に

組織強化を強く要望していたところ、近年 LIPI の人員増加が進められることとなった。

LIPI のスタッフは増加傾向にあり、毎年 300 人程度採用している。応募者は 13000 人に

達し狭き門である。増加分はほとんどがチビノン関係である。RCB では 50 人増員されて

いる。 

・ IDRC の協力で Migratory Bird (=Distribution of Bird Flu)の研究を行うなど研究活動が多様

化している。ＷＷＦなど国際 NGO、日本の長尾財団などは Regional に活動しているが

LIPI はインドネシアに限定した活動しか出来ていない。他方、LIPI は政府機関であるが、

その活動は NGO のようにフレキシブルである。日本の 30 ヶ所以上の研究機関と交流が

ある。広島大学とは野生のニワトリについての研究等。 

・ チビノンのライフサイエンスコンプレックスにおいて、動物/植物/微生物のセンターが設

立され、生物多様性保全に係る様々な研究活動を総合的に実施していきたい。生物多様

性において LIPI は関係機関をコーディネートの役割を担う。 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 19 日 10:00-16:00 

場所 RCB(チビノン) 

相手先 RCB 

面談者 （RCB） 

Dr. Dedy Darnaedi, Director, RCB 他 RCB スタッフ(別紙リストのとおり) 

 

（当方） 

調査団（４名） 

秀田生物多様性保全アドバイザー 

Ms. RIKA JICA インドネシア事務所 PO 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

 チビノンの新センターを視察した後、場所を Zoology に移動し、RCB 職員と会議を行なっ

た。冒頭団長よりプロジェクトの事前調査方針を行なうとともに、本プロジェクトは研究支

援ではなく、あくまで施設の運営マネジメント支援であるとの説明を行なった。また RCB

が抱える課題問題点を把握するため、①新施設における新たな活動の有無、②標本管理、③

他の組織との研究協力、④標本データベースについて情報収集を行なった。 
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① 新施設における新たな活動の有無 

・ 新施設に向けて、人員体制も強化される。RCB としての新たな活動も計画している。(別

途資料提供) 

・ 国立の微生物の標本管理施設がまだなく、National Collection Center を設立したい。 

 

② 標本管理 

・ Backlog collection の同定のため他の研究機関に送る費用を JICA が持ってくれないか。 

・ Zoology, Botany に Type specimen の標本があるが、Microbiology にはない。動植物に比べ

微生物は経験も浅く、まだ標本管理の体制も整っていない。微生物専門家を期待したい。

 

③ 他の組織との研究協力 

・ まだ内外の研究機関とのネットワークは十分とはいえない、国際的レベルまで同センタ

ーを育てるようなプロジェクトを期待している。 

・ 研究連携の促進についての JICA 長期専門家は行政官ではなく研究者（出来れば

Authority）を期待する。例えば、標本の凍結保存について機材は導入されているし、そ

の使い方もわかるが、それを活用した研究活動についてアドバイスをもらえるような短

期専門家を派遣して欲しい。（これについてはあくまで２年間で協働研究できるようにな

るための組織強化を行なうのがプロジェクトの役割であり、長期専門家は研究者ではな

ない。新たに無償資金協力に設置された機材の研究利用という観点からの短期専門家派

遣であるととの回答をした。） 

・ また、大学等研究機関とのフォーラムも、植物は設置しているが、動物/微生物部門にお

いてはこうしたフォーラムがまだ設置されておらずこうした部分の支援もお願いした

い。 

 

④ 標本データベース 

・ Specimen-based の Data base はすでにある。GEF により 1994 年に作成された。これを改

良したいが、プログラミングは簡単ではない。（土居団員によるデータベースの現況確認

調査実施予定） 

・ データベース担当のスタッフはいるものの、データベースが古く、GEF により 1999 年に

サポート、Global Biodiversity Information Forum(GBIF) 2001-2005 でのサポートも行われ

ている。 

・ MTA は、Zoology における絶滅危惧種など部分的にはあるが、National Level で統一され

たものはない。これを作りたい。また、LIPI 以外の機関との調整も必要。 

 

⑤ その他 

・ 研究者の部屋が足りない。新しく 50 名が増員され一人当たりの面積は以前より減少して

いる（全部で 250 人）。また、ボゴールの既存機材を設置するスペースも十分でない。化

学物質など研究廃棄物の処理施設が不十分である。（大田：施設を拡張することはあり得

ない。また、無償施設の運営管理にかかる費用負担はインドネシア側という約束がある。

他方、JICA 専門家が技術協力を行ううえで最低限の機材整備を行うことは可能性として
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ある）（Dedy: 他ドナーの協力には運営管理費が出せるものもある。このような資金が引

き出すようなモデルを JICA プロジェクトで検討できないか）（大田： プロジェクトと要

相談） 

・ ボゴールに自然史博物館を整備して欲しい。（これは調査団より否定） 

・ NITE との研究協力を行なっているバイオテクノロジーセンターと RCB の違いについて

質問したところ、前者が産業思考的、便益思考的な研究を行うのに対し、後者は生物科

学的な基礎研究を行う。ただ、実際は研究内容に重複するところもあるとのこと。 

 

上述のとおり午前中は意見交換を行い、午後はイ側及び日本側の両者がそれぞれ上記４項

目においてプロジェクト活動として想定されるものの摘出を行い、これのすり合わせ作業を

行なった（両者のそれぞれの資料は別紙のとおり） 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 20 日 09:00-12:30 

場所 RCB(チビノン) 

相手先 RCB 

面談者 Dr. Dedy Darnaedi, Director, RCB 他 RCB スタッフ(別紙リストのとおり) 

調査団（４名） 

秀田生物多様性保全アドバイザー 

花里 JICA インドネシア事務所次長 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

 前日に引き続き、両者の活動項目案のすり合わせを行なった。Dr. Dedy 氏は別件会議のた

め冒頭のみ立会い、残る RCB スタッフとの協議を継続。 

これに基づき、活動を積上げて想定される成果を書き出し、成果に基づいて想定されるプ

ロジェクト目標を整理し、最終的には協議を進めていく過程において PDM 案を作成するボ

トムアップの参加型の手法で作業を行なった。また、R/D 案、M/M 案もあわせて作成し、こ

れについての意見交換を行なった。 

 主な議論は以下のとおり。 

 

・ 施設維持管理、標本維持管理に係る消耗品、スペアパーツ、その他資機材調達を行なっ

て欲しい。これについては JICA プロジェクトはあくまで施設維持管理の目的におい必要

最小限の範囲で対応するとし、詳細な内容についてはプロジェクトチームと協議するこ

ととなった。 

・ 施設、研究機材活用のためのトレーニング実施に際し、様々なリクエストが出されたが、

どのようなトレーニングが必要か又は優先順位、想定される講師(短期専門家)とその

TOR については土居団員の追加調査をふまえて情報を整理することした。またトータル

の投入もとりあえずは 8M/M 程度を想定しているとの説明をした。 

・ 先方よりは多数の本邦研修を要望されたが、これについては新人教育のための研修では

なく、新センターで新たな活動を推進すること（RCB のステップアップ）を支援するた
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めの研修であり、シニアクラス 6 名程度が望ましいとの説明を行なった。 

・ RCB の動物/微生物/植物部との関係においては、今回想定される活動①標本及び施設維

持管理、②研究協力推進、③データベースネットワーク構築、④普及/教育 のうち、①

については微生物部/植物部を想定、②③④については動物部も含めた対応を検討するこ

とを想定することとした。 

・ 先方から要望のあった未整理標本については、技術的課題があるわけではなく、単なる

人員的時間的な問題であるとの認識であることから、プロジェクトコンポーネントには

含めず、RCB の責任において実施することとした。 

・ 環境教育は行なわず、施設利用に係る研究者及び学生向けの普及活動を行なうこととし

た。また、RCB 内外の研究者による施設/機材利用を促進するための研修、セミナー等も

含まれることから「public awareness and education」という文言を使用することとした。 

以上

 

 

日時 2006 年 12 月 21 日 13:00-17:00 

場所 RCB(ボゴール) 

相手先 RCB 

面談者 Dr. Dedy Darnaedi, Director, RCB 他 RCB スタッフ(別紙リストのとおり) 

調査団（４名） 

秀田生物多様性保全アドバイザー 

記録者 JICA インドネシア 岩井/土居 

面談内容 

 

 

 

 Dr. Dedy の司会のもと、前日の R/D 協議を踏まえ、文言の確認作業を行なった。 

以上
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別添４ 収集資料リスト 

 

番号 資料 入手場所 

１ LIPI、RCB 組織図 RCB 

２ 独立行政法人 製品評価技術基盤機構 (National Institute of Technology 

and Evaluation: NITE) パンフレット 

NITE 

３ NITE 安藤氏論文「NITE の生物多様性条約に基づいた海外微生物探査」

「生物多様性条約におけるアクセスと利益配分の国際ルール」 

NITE 

４ RC Biology Working Plan in New Research Facilities in Chibinong RCB 

５ Activities Request from RCB RCB 

６ RCB/LIPI 戦略プラン 2005-2009 年 (インドネシア語) RCB 

７ Development of Cluster of Natural History Museums and Science Centers as 

a National Science Education Facility in Indonesia. Final Report 2006. LIPI 

RCB 

８ RCB 年次報告書 2004 年 333pp (最新)（インドネシア語) RCB 

９ RCB 技術報告書 2005 年、1-2 巻分冊 1096pp. (インドネシア語) RCB 

１０ RCB 予算 (2006 年) RCB 

１１ RCB の他機関との連携プログラムリスト（2000-2006 年） RCB 

１２ RCB の 2007 年 研究プログラム RCB 

１３ 既存データベースのフォーマット（動物部、植物部、微生物部：コン

ピュータ画面コピー） 

RCB 
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